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はじめに
科学技術は、人類発展の基盤として新しい社会のフロンティアを生み出す源泉で
あり、また、人類共通の夢を実現する未来への先行投資として、研究開発活動によ
って得られた知的資産は、新産業を創出し、文化的で豊かな社会を実現するととも
に、人類の直面する地球規模の問題の解決に重要な役割を果たすものと考えられて
いる。このようなことから、科学技術創造立国を目指し、科学技術の振興を我が国
の最重要政策課題の一つとして、平成7年11月に「科学技術基本法」が制定され
るとともに、平成8年7月には「科学技術基本計画」が閣議決定され、科学技術に
関する施策の総合的、計画的、かつ積極的な推進が図られているところである。
一方、第2次橋本政権においては、行政改革、とりわけ中央省庁再編が最重要課
題の一つとなっており、首相自らが会長を務める「行政改革会議」の初会合が平成
8年11月に開催され、21世紀の国家機能、行政機関の再編及び官邸の機能強化
を軸として検討がスタートされた。
そもそも科学技術は、その期待される役割に鑑みれば、人類の様々な活動に深く
関与するとともに、国家の様々な機能に関係するものであることから、現在検討が
進められている行政改革の行方は科学技術推進システムに大きな影響を与えざる得
ないと考えられ、その方向性如何によっては、21世紀の我が国の国運を左右しか
ねないと言っても過言ではない。
したがって、我が国がフロント・ランナーの一員として自ら未開の科学技術分野
に挑戦していかなければならない時機にあるとの認識の下、国の科学技術推進シス
テムの在り方を検討することが重要と考えられる。このため、現在の国の科学技術
活動や科学技術に関する行政システムにおける問題を抽出し、その解決を目指すと
ともに、行政改革の主旨に合致した科学技術推進システム、いわば21世紀を見据
えた国の科学技術活動における仕事の進め方及びそのための行政システムの在り方
について考察し、関係の方々から広くご意見を頂くために、執筆者の見解をまとめ
たものである。
なお、研究・技術計画学会（会長：向坊　隆）においては、科学技術に関する行
政改革について議論を深めるため平成9年1月から2月にかけて「行革問題懇談会」
（世話役：平澤　冷）が3回開催されたところであるが、執筆者も会員の一人とし
て参加させていただき、本考察をまとめるに当たって当該懇談会における議論を参
考にさせていただくとともに、現在の国の科学技術活動や科学技術に関する行政シ
ステムにおける問題の抽出に当たっては、当該懇談会の事務局が行った2回にわた
る会員アンケートの結果を活用させていただいた。また、科学技術政策研究所にお
いては、宮林所長、平澤総括主任研究官、柿崎主任研究官、藤垣主任研究官、富澤
主任研究官及び舘上席研究官との議論を通じて考察が深められたとともに、一都の
資料については平澤総括主任研究官の資料を基にまとめさせていただいた。この場
をお借りして、深く感謝の意を表する次第である。
肩1－
怠諭におけるポイント
（科学技術に関する行政改革の目的）
021世紀に対応できる科学技術体制の構築（＝変化への柔軟な対応）
○科学技術関連行政の効率化（＝無駄の排除）
－行政目的の効率化（＝科学技術の価値の追及と成果の社会への還元）
－研究開発リソース投入の効率化（＝研究開発阻害要因の除去と評価の適切な反映）
（科学技術の本質を踏まえた理念）
○科学技術は国家の全ての機能に深く関係　　　　○インプットとアウトプットの関係が非常に複雑
○科学技術は高度な専門性が求められる行政対象　○研究開発は行政と異なる論理により適切に機能
○研究開発は教育と異なる論理により適切に機能　○自然科学と人文科学は一体として扱うべきもの
t
′ヽ
（科 学 技 術 関 連 行 政 シ ス テ ム の あ る べ き 姿 ）
政策形成と実行において、
○ 集 権 的 ・包 括 的 要 素 と分 権 的 ・分 散 的 要 素 を併 せ 持 つ 行 政 シ ス テ ム
－2－
I．総論
国の科学技術活動における仕事の進め方及びそのための行政システムを検討する
に当たっては、科学技術の本質を踏まえた理念を念頭に置きつつ、現状の科学技術
推進に関する問題の解決に資するとともに、行政改革の目的を果たすため、科学技
術関連行政システムはそもそもどのような機能を備えるべきかとの視点からアプロ
ーチを試みた。
1．科学技術推進に関する現状の問題
現在の国の科学技術活動や科学技術に関する行政システムにおける問題の抽出
に当たっては、研究・技術計画学会「行革問題懇談会」における議論の参考とす
るために行われた事務局による2回のアンケート結果（参考資料1参照）を活用
させていただいた。
研究・技術計画学会におけるアンケートの概要
○現在の科学技術に関する行政システム等についての問題とそれを解決
するための改革方策などに関するアンケート（全会員約600名に対
して、平成8年12月末に実施）
○現行の行政システムに起因した事例などに関するアンケート（中央省
庁における科学技術関連行政経験又は国の試験研究を行っている機関
（国立試験研究機関及び国立大学）における研究経験を有する会員約
190名に対して、平成9年1月末に実施）
」上⊥j生地組数麦藁超2∑剋三三吏＿三
〇科学技術全体について、戦略・戦術や効果的な科学技術政策が欠如
・科学技術に関して、国の果たすべき役割が明確でない。
・科学技術活動全体に市場原理と国民生活ニーズに対応する仕組みが欠如。
・研究プログラムなどに関して、省庁を越えて全体計画を形成し、テーマの
優先順位の設定や予算配分を行う権限を与えられている場（機関）がない。
・研究開発の性格に応じた類型化とそれに応じた予算などのウェイト付けが
なされていない。
・実質的に行政目的に合うような研究にリソースが余り配分されていない。
・政府の科学技術振興策は、ジャーナリズム受けする分野に集中している。
・産業や社会に直接影響する技術の特性に応じた政策が脆弱である。
○国民ではなく、サイエンスコミュニティーを中心に据えた科学技術政策
・科学技術の負の要素（安全性、倫理等）にも考慮したトータルな戦略的科
学技術政策が考えられていない。
〇回の科学技術活動を客観的にチェックする場（機関）が不十分
○社会及び科学技術の現状に対する恒常的な測定・分析が欠如
－3－
○政策決定者の選定過程、政策立案過程、各種評価等について、十分な情報公
開が欠如
旦⊥＿丘塵＿運豊．豊＿往在且去」且＿遭姐乱乱監遂丘旦＿阻星空遊山＿」エコ止⊥三
〇研究開発リソース（資金・人材等）の配分は各機関毎に硬直化し、その執行
に際しても多大な制約が存在
・一般行政事務と同様の法令（財政法や物品管理法等）による事務管理が求
められており、研究開発の効果的な遂行を阻害している。（特に、予算単
年度主義、予算の年度内完全消化、微細な目設定と費目間変更の困難など）
・ハード（施設）中心に予算拡充がなされ、研究支援体制などが考慮されて
いないため、実際の研究活動に支障が生じている。
・研究開発は、その進展により内容が変化するものであるのに、予算の執行
など当初の計画通りに遂行することが求められる。
・全てのプロジェクトは建前で成功していることになっており、新しい技術
の可能性が出てきても予算的に取り上げにくくなってしまっている。
・柔軟かつ機動的に対応できる研究費が欠如している。
・文部省以外の省庁の資金を国立大学に導入することや国研に民間資金を導
入することは非常に困難である。
○研究開発の実態を知らない行政官が研究開発を管理
・権限が所管省庁に集中していて、各研究機関の個性が発挿されない。
・科学技術の本当に分かる人（研究経験者等）が行政府にいない。
○研究評価の客観性・公平性確保と評価結果の適切な反映手法の確立が不十分
・技術官僚も研究開発の評価をする能力が無く、大学教授などによる委員会
も短時間の検討で有効な評価となっていない。
・成果主義に基づく予算配分や処遇がなされていない。
○匡I研や国立大学等において、創造性の発揮に重要な人的交流や人材の流動化
が所管省庁間の壁や事務管理的制約により不十分
○行政官の家庭教師的な役割を果たすための出向などにより研究開発のための
戦力が低下
且⊥＿製＿里長＿盤＿に＿園＿重＿皇塵腰上＿塵＿迫＿塾＿旦在且五里⊇吏三
〇行政システムが複雑で、国の仕事の進め方が不透明
○科学技術活動が分散しているにも関わらず、関係省庁間の適切な調整がなさ
れていないため、研究開発リソース（資金、人材等）の無駄が多く不効率
・予算査定権など強力な調整権限のない「見積り方針調整」では、各省庁の
思惑に左右されてしまうため実質的な調整は不可能であり、複数省庁で類
似の研究制度やテーマが実施されるなど、研究開発リソースが有効に活用
されていない。
・国の科学技術活動に関して、国立大学等におけるものと国研等それ以外で
は調整される場が全く無い状態である。
－4－
・省庁毎に所掌が細かく分散されているため、省際領域などが円滑にプロジ
ェクト化できず、ポテンシャルを有効に発揮できない。
・総合調整官庁と事業執行官庁が、競い合って同様の施策を並行的に行うた
め、施策本来の効果が発揮されない。
○規模の小さな国研が多く、研究分野の学際化や総合化に十分対応できない
○一貫した広報システムが無いため、各省庁に分散している情報収集が大変
2．科学技術に関する行政改革の目的
平成7年11月、科学技術の振興を我が国の最重要政策課題の一つとして位置
付け、科学技術振興の方針等を明らかにするとともに、関連施策の総合的、計画
的、かつ積極的な推進を図るため、「科学技術基本法」が議員立法により制定さ
れ、平成8年7月には同法に基づいて科学技術政策を具体化するものとして「科
学技術基本計画」が閣議決定された。
当該計画の確実な遂行により現在の科学技術が抱える問題のいくつかは解消さ
れることが期待できるが、一方では現行の分散した科学技術に関する行政システ
ムなどに起因していると考えられる問題も多く、行政改革に係る検討においてそ
れらの問題の解決をも念頭に置くべきものと考える。
墓＿⊥＿j」』皇紀思量」証軋望」支嵐佐軋旦温監＿⊥三度此会旦真庭立見応⊥
バブル経済の崩壊、円高による不況、産業の空洞化など社会や経済は刻々と
変化しているのであり、このような中にあって我が国の科学技術を取り巻く情
勢も、目標となる先進国が常に存在していたキャッチアップの時代を終え、今
後は、フロント・ランナーの一員として、自ら未開の科学技術分野に挑戦し、
創造性を最大限に発揮し、未来を切り開いていかなければならない局面を迎え
ている。
一方、国の科学技術活動を支える我が国の行政システムは、科学技術振興の
中心として科学技術に関する行政を総合的に推進する科学技術庁の設置や科学
技術会議の設置など、昭和30年代に現在の基本的枠組みが作られて以来、抜
本的な行政システムの変更はなされていない。
国民の税金によって国の科学技術活動が支えられていることに鑑みれば、国
が科学技術に対して何故投資するのかということに立ち返って考えてみる必要
がある。近年においては、科学技術の成果を知的資産として捉え「科学技術は
未来への先行投資」と考えられているが、そのためには「資産」として意義あ
るものでなければならず、将来その価値を享受できることが大前提である。
また、従来の研究開発については、基礎研究から応用研究、開発研究、そし
て実用化に至るとの一方向に進むという捉え方（リニアプロセス）を前提に進
められてきたが、開発研究の後に社会との接点があると捉えるべきではなく、
－5－
無制約的にフロンティアの知見を得るための研究（従来、「基礎科学」と言わ
れているもの）を除いて、常に何のためにその研究を行っているのかという目
的意識、いわば社会との接点を持って臨まなければならないものと考える。
このような認識の下、21世紀を迎えるに当たって、大局的見地に立って、
社会（国民）と行政、そして国の科学技術活動の関係の在り方を振り返り、柔
軟に変化への対応が図られるとともに、国民からの信頼が得られる科学技術推
進体制及びそれを支える行政システムとなっているか確認し、必要に応じて改
革することが行政改革の大きな目的の一つとなるものと考えられる。とりわけ、
「国民からの信頼」を得られることが重要と考えるが、そのためには、各種情
報の公開のみならず、国の仕事の進め方の透明性が担保されるべきであり、そ
の前提として国民が容易に理解できる極力わかりやすい行政システムとなるこ
とが必要である。
∑」乱豊丘＿旋風連圧政旦効率化」三盤監旦腫腫⊥
1980年代後半には、我が国の産業技術力の高さに対して「基礎研究タダ
乗り」といった海外からの批判がなされたことや、科学技術が経済発展の原動
力であるとともに社会の諸問題を解決する手段であるとの認識などにより、基
本的な原理・現象に立ち返るような基礎研究を強化し、独創的な理論や技術を
自ら構築することを目指す科学技術の推進が図られてきている。
我が国の研究費総額についてみれば、政府負担割合は非常に低いものの、日
本全体では米国に次いで第2位（米：16．8兆円、日：14．4兆円、独：
5．2兆円、仏：3．4兆円、英：2．3兆円　英のみ94年度で、他は9　5
年度）であり、また、その性格別構成比については、基礎研究が15．0％
（米：16．1％、独：21．0％、仏：21．0％）であって、先進諸国と
比較してそれほど遜色無い状況と考えられる。
このような状況において、我が国の科学技術が末だ不十分と受け止められて
いるのは、ブレークスルー（新しい現象を発見すること、既知の現象であって
も新しい方法で説明することなど）を生み出し得る研究開発の質の確保とその
成果の還元が適切になされていないことに起因しているものと考える。
これまでの国の科学技術の推進に当たっては、一極には国主導の大型プロジ
ェクト、民間への補助金、各省庁における研究機関を活用した所管分野の研究
開発の推進などがあり、他樋には大学における学術研究があるといった二極分
化している状況にある。このことは、我が国の時代的背景を持った特殊な要因
によるものであったが、原理やコンセプトの創出・新現象の発見等を自ら行う
ことと、これを実用化することの間に溝を作ってしまう結果となっている。さ
らに、近年の国際化が進む民間企業等においては、日本の大学のみを考慮の対
象とする考え方から解放されつつあり、原理やコンセプトの創出等について海
外の大学とも連携するとともに、自らも海外に研究所を設置するといった動向
も見られている。このような中にあって、我が国が科学技術のフロントランナ
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ーの一員としての役割を果たすためには、二極分化による非効率性を排除し、
時代に即した研究機能の発揮という観点から見て、それぞれの研究能力が適切
に活用されるべきことは当然である。
さらに、行政の論理ともいうべき「平等主義」や「所掌権限の行使」は、行
政官の予算拡大などのインセンティブと相まって、研究開発の現場レベルにま
で「縦割り行政」による弊害や「硬直的管理」による研究開発の阻害を招く、
いわゆる部分最適化となってのしかかってきている状況である。
これらのことは、前述の「科学技術推進に関する現状の問題」に示された状
況を産み出す元凶となっていると考えられる。
国の科学技術活動が国民の税金によって賄われていることに立ち返ってみれ
ば、効率化を図って無駄を排除すること、いわば「行政目的の効率化」と「研
究開発リソース（資金・人材等）投入の効率化」を図ることが行政改革のもう
一つの大きな目的であると考える。
「行政目的の効率化」は、経済・社会・生活ニーズを踏まえつつ、国の科学
技術活動の目的を明らかにし、その成果をどのように国民に還元していくのか
という政策の妥当性を明らかにすることである。それは政策評価として、公表
によって国民の監視にさらされるとともに、そのフィードバックにより修正さ
れるべきものである。
また、「研究開発リソース投入の効率化」は、限りある研究開発リソースを
いかに有効に使って最大の成果を得るかということであり、競争的であるべき
との研究開発の論理を踏まえつつ、現状の問題として認識されている研究開発
の阻害要因を除去するとともに、科学技術政策に照らして適切な研究開発リソ
ースの配分が図れる行政システムを選択すべきである。
3．科学技術の本質を踏まえた理念
これまでの行政システムにおいては、基本的には国の行為は全て同じ類型によ
って捉えられ、組織管理や予算執行に至るまで同一の論理によって扱われてきて
いる。しかしながら、現行のシステムを当然とすることなく国の科学技術活動が
どうあるべきかを考えるに当たって、それが国の行為であることを持って同一の
論理を採用することは前述の行政改革の目的に照らして不適切であると考える。
このような認識から、21世紀に向けて社会の変化に柔軟に対応できるととも
に、その効率化が図れる科学技術行政システムを検討するに当たって考慮すべき
科学技術の本質とは何かを抽出するよう努め、概ね次のような理念によるべきで
あるとの考えに至った。
○科学技術は国家の全ての機能に深く関係
○インプット（投資）とアウトプット（成果・効果）の関係が非常に複雑
○科学技術は高度な専門性が求められる行政対象
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○研究開発は行政と異なる論理により適切に機能
○研究開発は教育と異なる論理により適切に機能
○自然科学と人文科学は一体として扱うべきもの
D」生呈技＿謹＿蛙＿国＿塞旦＿全工の＿拉虚＿に温i＿阻低
科学技術の果たすべき役割は、物質の根源や生命現象の解明など新しい法則
・原理の発見など文化の発展に貢献する知的資産の拡大、いわば科学技術に内
在する価値を追及するものと、経済・社会・生活ニーズに対応して諸課題の解
決に資する研究開発、いわば科学技術に外在する価値の追及である。
特に後者については、
○独創的・革新的な技術の創成による新産業の創出や情報通信の飛躍的進歩な
どを通じて経済フロンティアの拡大や高度な社会経済基盤の整備に貢献する
といった経済的な分野
○地球環境、食料、エネルギー・資源等の地球規模の諸問題の解決を通じて国
家の存続を維持する分野
○健康の増進や疾病の予防・克服、災害の防止などを通じて安心して暮らせる
社会を構築するといった国民の安全を確保する分野
○多様な価値観に対応し得る幅広い選択肢の提供、利便性などの生活の快適性
の向上等質的な充実感を持てる潤いある社会を構築するといった国民生活に
直結した社会システムの高度化を図る分野
に概ね分けられると考える。
これらのことは、科学技術は国家の果たすべき機能の全てと深く関係してし
ていることを意味するものである。また、科学技術に外在する価値は一つの科
学技術の成果によって支えられるものではなく、多くの基盤的な研究や広範な
要素技術の成果の組み合わせによって創り出されるものである。その意味で、
科学技術を国家の果たすべき機能のうちのある特定の分野を担う行政として捉
えることは不適切であり、強いて言うならば「科学技術の総合推進」そのもの
が一つの行政分野をなすものと考える。
∑Ll之プヱ＿Lとヱ＿立上＿呈上上旦鳳凰並進盈是盈盤
事業的な行政分野においては、国による投資（インプット）とその成果・効
果（アウトプット）の関係が比較的単純かつ予測可能なものであり、投資に当
たっての妥当性の判断や結果に対する評価が明確に為し得るものである。
しかしながら、科学技術については、重要なポイントである独創性や創造性
については既存の概念では十分に評価しきれないこと、研究開発の途上におけ
る新たな知見の獲得により研究開発計画は随時修正されるべきものであること、
「失敗は成功の母」と言われるようにやってみなければ分からないという要素
があることなど、投資（インプット）とその成果・効果（アウトプット）の関
係が非常に複雑で不透明なものであり、定量的に判断することが困難なもので
ある。
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その意味では研究開発への投資は一種の賭とも言えるが、国の投資としては
勝率を認識しないような賭は避けるべきであり、そのためにはどのようなシス
テムによって適切な投資となるよう担保するかが重要である。
科学技術活動の事前の定量的判断が困難であることから、当初の最適化を追
及するよりも、遂行過程における動的計画による対応が必要であり、予算執行
の過程においても柔軟な対応（計画の変更、単年度主義による制約の緩和等）
が図れるようにならなければならない。また、その推進においては独創性や創
造性の発揮が特に重要であることに鑑みれば、柔軟な制度や競争的状況の創出
といった環境整備、研究開発成果の評価を適切にフィードバックさせる加点主
義が図られなければならない。さらに、サイクリックな修正を前提として、国
民に対する目標の明示と結果の公表が図られなければならない。
㌫」臥呈枝盛＿堪＿直度＿な塵址温め＿∈逼1を圧政且象
社会的現象や経済的現象は、誰でもが実生活において体験したり文献などに
よってイメージを得ることができるのに対し、科学技術は、一般の生活におい
てはその成果を享受することはあっても、その過程である研究開発の実態につ
いて一般国民がイメージすることは困難と考えられる。それに加えて、科学技
術の高度化に伴って詳細に分野が細分化される傾向にあり、各々の分野の科学
技術の専門家と言われる人々であったとしても、その分野を越えた全体像を把
握することは困難となっている。
このような中にあって、科学技術に関する政策を決定し、国の科学技術活動
を選択して、適切なリソース配分を行うためには、科学技術活動の全体像を理
解するとともに判断できる高度な専門性が不可欠である。
このようなことから、これまでの科学技術関連行政の遂行に当たっては、行
政官の専門性の欠如を外部有識者による検討によって補完しようとしてきたと
ころであるが、必ずしも十分なものでなかったことは前述の問題認識に照らし
て明らかであるとともに、その結果として責任の所在がはっきりしないケース
も見られるようになっている。
その意味で、科学技術関連行政においては、研究開発現場に対する理解を深
めるよう一般行政官の資質向上を図るとともに、研究開発経験者等科学技術の
本当に分かる人を行政に迎え入れられるような専門性を備えた職種を恒常的に
設置する必要がある。
これにより、現状のようなサイエンスコミュニティーへの過度の依存が是正
され、その独善を惹起するようなことは防ぐことができ、サイエンスコミュニ
ティーの資質の向上、さらには国民の信頼を得ることにつながっていくものと
考える。
生し社屋周一登壇丘＿政上＿墓＿な＿る＿諭二塁＿によ＿旦適血盟鹿
一般的に行政は、画一性や公平・平等といった論理に基づいて、所掌権限の
行使が行われる。個別の行政の局面においてこの所掌権限の行使は、限定的な
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責任による部分最適化を意味するものであり、厳密な事前チェックによる蝦庇
の排除や前例踏襲的な硬直的管理を招くものである。（このこと自体は、ルー
チンな行政事務の遂行に当たっては効率的に機能する側面もあり、その全てを
否定するものではない。）さらに、行政事務の重複の排除という理念に加えて、
行政官の予算・権限の拡大といったインセンティブが相まって、縦割り行政が
発生し、実質的な意味での効率化や適切な研究開発の遂行を阻害するという弊
害を生じているものと考える。
一方、科学技術においては、いかに優れた成果をより早く得られるか、その
ためには優れた成果を出す人にどんどん資金を投入するといった自由な競争の
論理に基づいて取り組まれるべきものである。そもそも科学技術は、資金を投
入すれば当然に成果が得られるものではなく、その間にある人材というファク
ターによって決まるものであり、また、その過程においては組織の壁を越えた
人的交流や連携による創造性の発揮が必要不可欠なものである。
しかしながら、現状の国の科学技術活動においては、それが行政システムの
一部をなすものであることから、前述の行政と同様の論理によって管理されて
しまっており、円滑な研究開発を阻害してしまっていると考える。
科学技術関連行政システムを考えるに当たっては、それぞれの論理の違いを
認識し、新たな組織形態の導入により国の研究機関の所有と運営の分離を図る
など研究サイドに自由と責任を与えるような権限の委譲が図られることが重要
であり、研究開発活動が効率的になされるようその論理が活かされる形態を模
索する必要がある。
L致宜眉＿見通＿数量上一畳屋＿る＿諭理胃によ』＿通弧温良巨
一般的に我が国における教育は、誰でも等しく教育を受けられるという公平
・平等の論理に基づいて行われるとともに、求められる人材の養成や教育を受
ける者の保護といった観点からの管理（制約）がなされている。我が国の教育
の基本理念を示す「教育基本法」に立ち返ってみても、「全ての国民は、ひと
しく、その能力に応ずる教育を受ける機会を与えられなければならない（第3
粂）」とし、学校の教員は全体の奉仕者としてその職責の遂行のために「身分
は、尊重され、その待遇の適性（第6条）」が期され、また、行政においては
「教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立（第10条）」が求められ
ていることからも明らかである。
このことは、教育の機会均等を大前提として、国民全体の教育レベルの底上
げを図るとともに、優れた者に対してはその能力をさらに伸ばすことを期待し
ているものと考える。ここで言う「機会均等」には、誰でも高い能力を有する
優れた教員から教育を受けられるという意味も包含されるものであり、裏を返
せば教員は等しく高い能力を有することが求められているものと考えられる。
そのため、教育の実施に関する責任のかなりの部分を担うべき学校教育におけ
る教員は、求められる職責を遂行するためにその待遇の適性が保障されること
が不可欠であること、これは身分の保障のみならず、いわば教育を受ける者に
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対して平等の機会を提供するためにどの教員も同様の責任を果たし得るよう同
じレベルの条件が付与されるべきことを示しているものと考える。
また、「学校教育法」によれば、大学は「学術の中心として、広く知識を授
けるとともに、深く専門の学芸を教授研究（第52条）」することとされてお
り、大学における教育は研究と一体不可分なものとして扱われている。この場
合において、教員に同じレベルの条件が付与されるとは、研究のために配分さ
れるリソース（研究資金、研究スペース、支援等）についても、理念としては、
本来どの大学のどの教員であっても担っている分野に応じて同じレベルである
べきという意味を含むものである。このように、教育の論理は、教育を受ける
側の公平・平等みならず、その前提として教育を行う側においても公平・平等
であることを求めていると考える。
現実においては、国立大学の全ての教員が全く同じリソースの配分を受けて
いる状況ではないものの、どの教員に対しても教官当積算校費等によりある程
度のリソースを保障するとともに、教育の観点からバランスあるカリキュラム
の形成が行われており、その結果として大胆な研究開発リソースの集中的配分
を行うことは不可能となっている。
大学とはそもそも教育が本分であること、さらにはその根底に教育の論理が
あることに鑑みれば、大学における研究機能は、教育とのバランスを考慮せざ
るを得ず、その意味で限定的なものと考えなければならない。特に国立大学に
ついては、前述の行政の論理と相まって多くの研究開発阻害要因を招いてしま
っている状況にあるが、我が国における研究機能として、学術の理論及び応用
の教授研究を行う大学院、大学附置研究所及び学術研究の発展に資するための
大学共同利用機関に期待される役割は非常に大きなものである。
このようなことから、研究を含めて行われている現状の国立大学における管
理は、前述のような優れた成果を出す人にどんどん資金を投入するといった自
由な競争を前提とした研究開発の論理にそぐわないことは明らかである。
したがって、国立大学における研究のためのリソース配分、特に研究活動を
中心として行う大学院、大学附置研究所及び大学共同利用機関については教育
の論理による管理に従うべきものではなく、むしろ研究開発の論理により、競
争的環境の創出等を確保しつつ、大学の管理と研究資金（フアンデイング）の
分離を図るなど、その研究機能をいかに有効に活用するかが重要である。
さらに言えば、大学の学部教育と大学院教育（特に博士課程）における教育
の手法や性格の違いに配慮しつつ、前述のとおり国の研究機関（国立大学）の
所有と運営の分離を図るなど研究サイドに自由と責任を与えるような権限の委
譲を図ることが重要であることは（4）の場合と同様である。なお、このこと
は国立大学の当然の民営化（私学化）を意図するものではなく、行政や教育の
論理による管理を行わない形態を意味するものであって、国立大学における研
究に対して国による基盤的な研究資金の供給や環境の整備等は確保されるべき
であり、その意味では、国が所有する大学ではあるものの従来の国立大学とは
異なる、いわば政府資金による新たな大学に変革されるべきと考える。
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L且盟避＿里とA文風量＿蛙二＿佐上土三並＿互生とも旦
科学技術とは、本来、自然科学と人文科学をともに含めた概念ではあるが、
科学技術基本法や科学技術会議及び科学技術庁の所掌事務としては、「人文科
学のみに係るもの」を除いているところである。
確かに、一般国民の持つそれぞれの研究の進め方のイメージとしては、「大
規模な装置に囲まれた実験」の有無ということで大きく異なっている。しかし
ながら、研究手法としては、理論形成・実験・調査（観測等フィールドワーク
を含む）・計算によるシミュレートなどを挙げることができるが、これは自然
科学及び人文科学に共通するものである。自然科学においても、大規模な装置
を必要としない分野は多くあり、その意味で区別する必要は無い。
また、科学技術が複合化・総合化していく状況において、自然科学と人文科
学との相互の関わり合いは必要不可欠なものとなってきており、それを区別し
て扱うことはむしろ弊害を生じる可能性が極めて高いと考える。
その意味で、科学技術に関する行政システムを考えるに当たっては、従来の
概念を改め、自然科学と人文科学を一体として推進し得るシステムを模索し、
それぞれの調和を図ることが必要と考える。
4．科学技術関連行政に必要な機能の構築
科学技術に求められる役割を果たすために必要な行政の機能は、政治（国民の
代表）から与えられた大目標を科学技術政策として実質化し、それに従って具体
的科学技術活動を企画立案し、それらを実行することと認識し、戦略的レベル・
戦術的レベル・実施レベルとして次のとおりと考えた。（図1及び図2参照）
○科学技術全体について、戦略性を持って政策を決定する檎能
○科学技術政策に沿って、国の科学技術活動を選定し、予算を配分する機能
○国の科学技術活動（研究開発等）を実行する機能
このような磯能を考えるに当たって、科学技術関連行政システムのあるべき姿
としては、国全体として整合性を持って効率的に科学技術を推進するとの視点と、
科学技術の論理に沿って多様性が確保されるとともに競争条件にさらされる環境
を創出するとの視点を兼ね備えた
○政策形成と実行において、集権的・包括的要素と分権的・分散的要素を併せ持
つ行政システム
であると考えた。具体的には図3に示すように、集権的・包括的要素に寄与する
アプローチと分権約・分散的要素に寄与するアプローチの2つが相互に補完し合
うことにより、一見矛盾するかに見える行政システムが適切に稼働するものと考
える。
－12－
図1　　科学技術関連主体と機能連関
（科学技術の果たすべき役割）
化の発展に貢献する知的資産の拡 済・社会・生活ニーズへの対
（科学技術に内在する価値の追及）　　（科学技術の外にある価値の追及）
カテゴリーA
科学技術知議の拡大
カテゴリーB
抽象的ニーズに向か
っての探索
カテゴリーC
具体的ニーズの達成
研 究 開 発 ＿ス ト ッ　ク
（人、設備及び知識の集積）
（戦略的レベル）
○科学技術全体について、戦略性を持って政策を決定する機能
‾－．．1
（戦術的レベル）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
0科学技術政策に沿って、国の科学技術活動を選定し、予算を配分する機能
（実施レベル）
〇回の科学技術活動（研究開発等）を実行する機能
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図2　　科学技術活動の流れのイメージ
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図3　　各機能の基本的考え方
（科学技術関連行政システムのあるべき姿）
◎政策形成と実行において、集権的・包括的要素と分権的・分散的要素を併
せ持つ行政システム
inclusive approach
○ダイナミックスの強化
・権限の移譲と責任所在の明確化
・目標の明示と結果の公表
・行政プロセスの透明化
・行政客体からのフィードバック
・内在型討議
○行政官の資質の強化
inclusiveaDDrOaCh・eXClusiveaDDrOaChを
exclusive approach
相iOメトリックスの強化
1
1
互：・状況把握のための測定、分析
I
l
に：・評価の厳密化
l
補iOシステムの強化
l
完：・競争的環境の形成
l
：・組織、制度、運用の柔軟化
1
強：○調整機能の酎ヒ
1
1
化　：
能に適用する際の留意事
○戦略性を持った科学技術政策の決定システム
ー経済・社会・生活ニーズの吸収と政策実行の確保
一政策決定の責任を明確化した体制
○個別の科学技術活動の整合性を保つ調整システム
ー科学技術に関する各省の予算編成へ関与（見積り方針調整権限の弓鋸ヒ）
○各省による個別的行政ニーズの探索システム
ー科学技術所管官庁に属する研究実施機関に対する組織的統括権限と事業官庁に属
するニーズ型ファンド執行権の分離
○実施レベルにおける大幅な権限の拡大
一研究機関の所有と運営の分離　→　エージェンシー化等新たな組織形態
一柔軟な組織運営と連携の強化　→　研究機関の大括り化
○形成されてきた日本的長所の維持・強化
ー長期的計画の担保、撤密な内部調整メカニズム
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等
この場合において特に注意すべきことは、ダイナミックスの強化、とりわけフ
ィードバックを前提とした目標の明示と結果の公表であり、科学技術関連行政シ
ステムは常に学習過程であるとの認識が必要である。例えば、戦略的政策の設定、
意思決定者の選定等に際して絶対的な真が存在するものではなく、それらは動的
なものとして捉えられ、常にサイクリックな修正が加えられていくべきものと考
える。
」＿上＿L丑会二五＿政＿と眉二塁度盛温劫
科学技術の果たすべき役割は、「文化の発展に責献する知的資産の拡大」及
び「経済・社会・生活ニーズへの対応」であることを踏まえつつ、また、国の
科学技術活動が国民の税金によって賄われていることに鑑みれば、その恩恵を
享受すべきは国民（社会）であることは当然である。
前者の科学技術に内在する価値を追及することは、知的な好奇心に基づく自
由な発想による行為であり、国民に夢と誇りを与えるとともに、人類が共有し
得る財産を拡大し、社会に様々な波及効果を与える可能性を秘めたものである。
一方、後者の科学技術に外在する価値を追及することは社会に直結した活動
であり、経済社会の発展に直接的に貢献するとともに、生活者としての国民一
人一人が安心して暮らせる潤いある社会の構築に貢献するものである。その意
味で、ニーズの吸収とそれに対応した施策の実施が大前提である。これらは常
に国民の監視にさらされるとともに、その意見をフィードバックして国の科学
技術活動に反映させていかなければならない。そのため、行政サイドにおいて
は、各種のプロセス等について十分な情報の公開を図るとともに、科学技術政
策の具体的目標、成果の社会への還元まで含めた実施手法、個別の科学技術活
動に対する評価結果等について国民の意見を十分に受け入れられるシステムを
備えることが不可欠である。
また、行政と科学技術活動との関係においては、行政自らの行動が科学技術
活動の推進阻害要因とならぬよう配慮しつつ活動環境の整備に努めるとともに、
サイエンスコミュニティーへの過度の依存、ひいてはサイエンスコミュニティ
ーの独善を招くことのないようその資質の向上を図ることが必要である。さら
に、科学技術に関する恒常的な測定と分析を行うとともに、個別の科学技術活
動について適切な評価を行い、その結果を研究開発リソース（人材・資源等）
の配分に反映していくことが不可欠である。
」＿呈＿工数陰性＿を塵ユヱ＿政＿畳＿を＿決＿定生る超此
（丑集権的・包括的要素
1）実施の確保を前提とした戦略的科学技術政策の一元的な決定
○産業や社会における公共ニーズについて、独自の調査や各省を通じた適切
な把握とその調整（優先順位付け）
○全世界的な視点にも考慮した我が国の科学技術政策の方向性と目標の設定
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○科学技術の負の要素（倫理、安全性等）にも考慮したトータルな戦略設定
○自然科学と人文科学を一体とした科学技術政策の決定
○科学技術政策の遂行に必要な人材育成（研究者、技術者、行政におけるテ
クノクラート等の養成）への配慮
2）3つの行為カテゴリーへの研究開発リソースの配分バランスの決定
O「科学技術知識の拡大」（カテゴリーA）
物質の根源、宇宙の諸現象、生命現象の解明等新しい法則・原理の発見
や独創的な理論の構築など、特定の目的に向けた制約を受けない科学技術
に内在する価値を追及する行為
O「抽象的ニーズに向かっての探索」（カテゴリーB）
現状においては具体的なニーズとして顕在化していないものの、長期的
視点に立って我が国の将来に備え得る抽象的又は潜在的なニーズに対応し
て、活動の連鎖を惹起するような波及効果が期待される的確なシーズを探
索する科学技術に内在する価値及び外在する価値を追及する行為
O「具体的ニーズの達成」（カテゴリーC）
前述のような経済的な分野、国家の存続を維持する分野、国民の安全を
確保する分野及び社会システムの高度化を図る分野において、顕在化して
いる具体的な経済・社会・生活ニーズに対応して、それらの諸課題の解決
に向けて達成すべき目標を明確に設定して行う科学技術に外在する価値を
追及する行為
といった3つの行為に対して、我が国の科学技術の方向性として国の研究
開発リソースの配分バランスを設定
特に、国は今後生じ得るあらゆる事態に対応できることが期待されてお
り、また、求められる科学技術の成果は一朝一夕には得られないものであ
ることから、長期的に未来を予測する、いわば将来を待ち受ける対応が必
要不可欠であり、国の果たすべき役割としては、将来において幅広い選択
のオプションを提示し得るカテゴリーBの適切な遂行が重要
3）他の国家政策との連携
○人材養成について、必要に応じた教育政策への反映
○それぞれの国家機能と円滑なリンケージが図れるような連携の確保
4）将来展望を含めた彙境の変化に応じた科学技術行政システムの再檎集
○社会からのフィードバックや環境の変化に柔軟に対応できるよう、自ら科
学技術行政システムの見直しと再構築が図れること
（診分権約・分散的要素
1）各省による個別的行政ニーズに基づく政策の決定
○各省の所掌事務を遂行するために必要とされる個別的行政ニーズに対応し
て、各省による政策の中に含まれる科学技術に関連した要求を満たすため
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の政策の決定
③担保すべきもの
1）戦略的科学技術政策を一元的に決定できる機関の設置
（暫定的に「科学技術政策会議」とし、以下「政策会議」という。）
○意思決定者（政策会議メンバー等）を選考するプロセスの明示とそれに対
する社会からのフィードバックの受け入れ
○政策会議の事務局において科学技術に関する恒常的な把握・分析を可能と
する常勤の科学技術の本当に分かる人材（研究経験者等）の配置
2）各省における所管行政ニーズに係る連携の確保
○各省の個別行政ニーズを総合化して複数省の連携により対応することが、
その目的の達成に効率的又は効果的である場合に行う適切な調整
○各省のニーズに資する基盤的研究、広範な要素技術開発等の政策への反映
○科学技術所管官庁、教育所管官庁及び事業所管官庁による適切な連携
3）国民監視による政策評価の徹底
○科学技術政策は政治（国民の代表）から与えられた大目標の実質化である
ことが大前提であり、国民監視にさらされた政策評価とそのフィードバッ
クの受け入れ
○国民による監視に必要な情報（政策会議や各省における政策立案過程等を
含む）の十分な公開
4）長期的計画の担保等これまで形成されてきた日本的長所の維持・強化
○これまでの我が国の科学技術政策形成における長所と考えられるもの（長
期的計画の担保等）については、新たな行政システムにおいても維持・強
化を図ることが重要
呈上」軋到駐割腹軋乱乱に里臣を阻企主星塵此
①集権的・包括的要素
1）明示的かつ公平な事前評価（喪題の選定）、事後評価等の担保
○各省による評価手法の違いを排除して公平性を担保するため、統一的な評
価の手法とその反映等に係る考え方の提示（政策会議による指針の策定等）
2）政策全壊による各省の科学技術活動に対するスーパーバイズ
○政策会議においては、各省における個別活動への予算配分、評価の実施等
について、適切に状況を把握し、他省との更なる連携の必要性や評価結果
の反映等について必要に応じて各省に対して要請
②分権的・分散的要素
1）各省による個別的行政ニーズに対応した活動の企画立案及び推進
○個別行政ニーズに対応するため、科学技術所管官庁に属する研究機関に対
しても執行可能なニーズ対応型ファンドを事業所管官庁においても確保
2）各省における科学技術活動の評価とその結果の適切な反映
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○評価に係る統一的な考え方に基づいて、各省において事前評価、事後評価
等を行い、その結果を研究開発リソースの配分に適切に反映
3）それぞれの行為カテゴリーに応じた研究開発リソース配分方式
○カテゴリーAについては、科学技術に内在する価値を追及するものであり、
純粋に科学的価値自体によって判断されるべきものであることから、行政
による評価や予算配分には適しておらず、ピア・レビュー（第三者の専門
家による評価方式）の実施などによりサイエンスコミュニティーに委ねる
べき
○カテゴリーBについては、長期的視点に立って抽象的又は潜在的なニーズ
に対応して、科学技術に内在する価値及び外在する価値を追及するもので
あり、カテゴリーA及びCの要素を兼ね備えた手法により評価すべき
○カテゴリーCについては、科学技術に外在する価値を追及するものであり、
その目的が具体的な経済・社会・生活ニーズに適切に対応していること、
そのために達成すべき目標設定の妥当性等の視点を重視するとともに、選
定においては研究遂行能力、事後においてはその達成度を評価すべき
③担保すべきもの
1）3つのカテゴリーへの研究開発リソース配分のバランスの補完
○科学技術所管官庁は、3つのカテゴリー配分のバランスが適切に確保され
るよう、教育所管官庁及び事業所管官庁の科学技術活動を踏まえて、それ
らを補完する役割も果たすことを期待
2）事前評価、事後評価等に係る公平性の確保
○評価の実施に当たっては、評価対象者との関係を考慮しつつ、評価基準へ
の当てはめ（点数付け）について外部人材の活用を確保
○評価者を選考するプロセスの明示とそれに対する社会からのフィードバッ
クの受け入れ
○評価結果のみならず、事前評価、事後評価等の過程についても十分な情報
公開の実施
3）各省による科学技術活動の連携・調整の確保
○各省連携プログラムといった各省行政ニーズの総合化、各省のニーズ型フ
ァンドの執行に際する科学技術所管官庁に属する研究機関における研究開
発リソースの調整等の確保
＿＿I＿4⊥＿国＿旦塾＿里拉狙温勤皇室丘亘る遜彪
①集権的・包括的要素
1）研究機関の大括り化（研究機関の統合）
○人材や資金の硬直化を排除し、また、研究分野の学際化・総合化等に適切
に対応できるよう、科学技術所管官庁のもとに現行の研究機能を大括り研
究機関（但し、内部的には小規模なグループ制等による機動的かつ柔軟な
組織）として統合
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○統合の対象としては、各省の行政に密着した試験検査等を除いた全ての国
立試験研究所、国立大学付置研究所及び大学共同利用機関の一部の研究機
能等を想定
2）活用しやすい形態で科学技術活動の成果を社会に還元
○社会とのインターフェイスを充実させるとともに、研究成果の単なる公表
のみならず、複数の成果の総合化等その活用が容易になる方策、人的交流
によるノウハウ等の移転、円滑な活用が可能な形態での情報提供等その成
果の適切な活用が図れること
（診分権的・分散的要素
1）研究機関の所有と運営の分離
○予算執行や事務管理に係る制約が大幅に緩和された効率的運用と弾力的な
組織管理が図れるよう、実施部門に大幅に権限を委譲し、執行に際しての
自由と責任を付与（→エージェンシー化等新たな組織形態）
○当該研究機関を所管する行政官庁以外（産業界、他の行政官庁）からの資
金の柔軟な導入
2）各省によるそれぞれの行政に密着した試験検査等の実施
○各省においては、それぞれの行政に密着した試験、検査、検定、標準の設
定等を適切に実施
3）教育とは異なる論理を前提とした大学における研究活動の確保
○大学（特に、大学院博士課程）における研究に対しては、教育と同様の管
理を排除し、教育所管官庁による管理は研究環境の創出程度にとどめる
○大学における研究機能はバランスあるカリキュラム形成等によるリソース
集中に対する制約を踏まえた限定的研究機能とするものの、競争的環境を
創出できる一般研究経費は教育所管官庁が確保
○各省や産業界からの研究資金の柔軟な導入の確保
4）各省における制度運用に係る適切な養親選択
○各省の個別的行政ニーズに対応して科学技術に関する制度を運用するに当
たっては、その必要とされる研究成果の目標やそれに沿った仕事の進め方
を明確に示すとともに、事前評価・事後評価等を十分に行うことが不可欠
③担保すべきもの
1）研究機開聞や研究者間の競争環境の創出
○優れた人材や組織に対する研究開発リソースの思い切った傾斜配分の容認
と敗者復活を可能とするシステムの構築
○研究機関・研究者の適切な評価とその研究開発リソースの配分や処遇等へ
の反映の確保
○研究者のキャリア・パス（様々な経験を通じて専門的な知識や技術、能力
を身につけていく過程としての経歴）の選択の幅の拡大、任期付き任用等
による研究者の流動性の向上
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2）研究機関における人事、処遇、予算執行等の独自性の付与
○行政の論理と切り離した自由と責任を研究機関が持てるような権限の委譲
3）研究開発の多様性の確保
○科学技術所管官庁、教育所管官庁及び事業所管官庁において、それぞれの
行政目的に沿った各種資金（マルチフアンデイング）の確保
○研究機関における民間や所管官庁以外からの外部資金の柔軟な受け入れシ
ステムの整備
4）国の科学技術活動における効率性や成果の産出性の向上
○競争環境における機会の平等を前提とした評価による淘汰（研究開発の適
切な段階における思い切った絞り込み）
○組織間の壁を排除した人的交流の促進
○民間も含めた関連活動のインターフェイス（連携）の確保
○研究用材料の管理、設備維持、知的所有権の管理・活用等について、それ
ぞれのカテゴリーに応じた適切な研究支援体制の確保
○国民の税金を使っているとの認識に基づく、成果の社会への還元に対する
意欲の高揚（適切な処遇と表裏の関係）
（研究機関の大括り化のイメージ）
○大括り化するとともに、エージェンシー化等を図った研究組織形態
・適性規模でのグループ制等による機動的かつ柔軟な組織管理
（サンセット方式等時限的な管理により内部の流動性を確保）
・現場レベルの研究単位（グループ等）の長に大幅な権限を付与
・連携大学院制度や大学との併任等の活用による教育機能への貢献
・大学の研究者（大学院生等も含む）の研究展開の場としても活用
○以上の（2）～（4）のそれぞれの機能については、表1及び表2参照
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表1　それぞれの機能の構築に向けて
戦略性を持って政策を決 国の科学技術活動に予算 国の科学技術活動を実行
定する機能 を配分する機能 する機能
集 ○戦略的科学技術政策の一元 ○明示的かつ公平な事前評価 ○研究機用の大括り化 （国研
権 的な決定 や事後評価等の担保 や大学共同利用機関等研究
的
包
括
的
要
素
○研究開発リソースの配分バ ○科学技術政策会議による各 機能の統合）
ランスの決定 省の科学技術活動に対する ○活用しやすい形態で科学技
○他の国家政策との連携
○環境変化に応じた科学技術
行政システムの再構築
スーパーバイズ 術活動の成果を社会に還元
分 ○各省による個別的行政ニー ○各省による個別的行政ニー ○研究機関の所有と運営の分
権 ズに基づく政策の決定 ズに対応した活動の企画立 撒 く新たな組織形態）
的
分
案及び推進 ○各省による行政に密着した
（マルチフアンティング） 試験検査等の実施
○各省における科学技術活動 ○教育とは異なる論理を前提
散 の評価とその結果の適切な とした大学における研究活
的 反映の実施 動の確保
要 ○行為カテゴリー に応じた研 ○各省における制度運用に係
素
担
究開発リソー ス配分方式 る適切な課題選択
○戦略的政策を一元的に決定 ○研究開発リソース配分のバ ○研究機関間や研究者間の競
できる機関の設置 ランスの補完 争環境の創出
保 ○各省における所管行政ニー ○評価に係る公平性の確保 ○研究機関における人事、処
す ズに係る連携の確保 ○各省による科学技術活動の 過、予算執行等の独自性の
ベ ○国民監視による政策評価の 連携・調整の確保 付与
き 徹底 ○研究開発の多様性の確保
も ○長期的計画の担保等これま ○国の科学技術活動における
の でに形成されてきた日本的
長所の維持・強化
効率性や成果産出性の向上
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表2　それぞれの機能と各カテゴリーとの関係
（カテゴリー A ） （カテゴリー B ） （カテゴリー C ）
科学技術知織の拡大 抽象的ニーズに向かっ
ての探索
具体的ニーズの達成
○戦略性を持って政策 ○戦略的科学技術政策、各省庁の個別政策の企画立案及び決定
を決定する橡能 ○研究開発リソースの3カテゴリー への配分バランスの決定
集権的・包括的 ○配分バランス ○配分バランス ○配分バランス
要素 ○長期的視点による政
策の企画立案
〇二一ブの総合化と調整
○目標を明確にした政
策の企画立案
分権的・分散的 ○政策面における目的 ○各省のニーズに資す ○各省庁の公共ニーズ
要素 的制約の排除 る基盤的研究、要素
技術開発等の政策へ
の反映
に基づく個別政策の
決定
○国の科学技術活動に ○個別の科学技術活動の企画立案及び選定
予算を配分する機能 ○事前評価及び事後評価の予算配分への反映
集権的・包括的 ○評価の公平性の担保 ○評価の公平性の担保 ○評価の公平性の担保
要素 （評価に係る指針策定） ・独創性や創造性 ・独創性や創造性
・独創性や創造性 ・今後の発展の可能性
○各省による科学技術
活動の連携・調整
・国が行う妥当性
・目標設定と期待され
る効果 （達成度）
○各省による科学技術
活動の連携 ・調整
分権的・分散的 ○サイエンスコミュニ ○各省によるニーズ型
要素 ティーによる事前評
価 （課題選定）及び
事後評価の実施
ファンドの執行
○国の科学技術活動を ○戦略的科学技術政策、各省の個別政策の実施
実行する機能 ○研究組織の所有と運営の分離による権限の移譲
集権的・包括的 ○将来の幅広い選択の ○一体化した成果の社
要素 オプションの提示 会への還元
分権的・分散的 ○自由と責任の付与 ○自由と責任の付与 ○自由と責任の付与
要素 ○競争環境 ○競争環境 ○競争環境
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Ⅱ．各論
1．科学技術関連行政に必要な機能の行政体制への反映
前述の科学技術関連行政に必要な機能を今後の行政体制にどのように反映する
かについては、行政改革における大枠の議論がどのようになるかによっていくつ
かの選択肢があるものと考えられるが、大枠において図4に示すような行政シス
テムが適切に反映できるものとイメージしている。
D」監造＿か＿らj二去＿ら＿也去＿太且盈＿皇国基盤盤上上ヱ超越ヱ透＿血盟
国民のための行政であることに鑑みれば、国民の代表たる国会により国政全
般についての大目標が示されるべきものと考える。その大目標を受けて、国家
戦略として実質化することが必要であるが、それはまさに国家の方向性を示す
ものであり、内閣、いわば政権の役割である。それは政治的判断であり、科学
技術政策のみならず、国家の存続に係る政策、国富の確保に係る政策、国民生
活の保障に係る政策、教育や国民文化に係る政策など全てを烏轍し、それぞれ
の政策のバランスや重点事項を設定し、当該政権において何を達成すべきか明
確化する行為といえる。
また、国家戦略は政治的決定ではあるものの、それが適切になされるような
事務的サポートとして、我が国の主な行政活動、国際情勢、社会情勢等を恒常
的に把握するとともに、政策オプションを提示する機能が不可欠と考える。
したがって、現状の内政審議室、外政審議室等の内閣組織について、適切に
国家戦略が策定できるよう、ポリティカルアボインティーの導入など政権の意
向を反映させ易いよう配慮しつつ、大幅な機能強化を図るべきと考える。
aj」軋呈拉並旦＿総＿仝遜＿進＿重＿担当＿宣＿墨＿塾里技並塵＿萱＿宜＿圧
科学技術行政は、前述の「科学技術の本質を踏まえた理念」に鑑みれば、他
の行政とは異なる次元で捉えるべきものと考えられ、その意味で特定の国家機
能を担う他の行政機関と一体の組織において担当することは、特定の国家機能
を担う当該行政官庁の思惑に左右されやすく、科学技術の成果の活用という面
において他の行政官庁との間に溝ができてしまうことが懸念されるとともに、
不必要な混乱を招く可能性が高いと言える。
すなわち、省益を越えて議論されるべき戦略的科学技術政策を決定する政策
会議の事務局機能、従来の国立試験研究機関と大学の一部の研究機能を統合し
た大括り研究機関に対する責任等の所在をどこが受け持つべきかを考えれば、
特定の国家機能を担当する他の行政機関と一歩離れた関係が必要であり、独立
の科学技術所管官庁の存在が必要であると考える。
なお、科学技術行政の対象としては、従来のように「人文科学のみに係るも
の」を除いた科学技術を所掌とすべきではなく、自然科学と人文科学を一体の
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ものとして扱うことが必要である。
また、科学技術所管官庁は、現在の研究機能を大幅に統合したエージェンシ
ー化等新たな組織形態による大括り研究機関を所掌するべきと考えるが、その
組織管理手法については従来の特殊法人に対するものとは異なり、行政官庁の
実質的関与を必要最小限のものとした権限と責任の適切な委譲がなされるべき
ものと考える。その意味で、現在政府において検討が進められているエージェ
ンシー制度において、前述の研究開発の論理に従ったメカニズムが構築できる
ので有れば、適切な改革の方向と考える。
L去＿望＿の遡宜＿に』＿ヒエ＿蛋＿境＿整温藍色五色i数査証監監圧
大学における教育機能と研究機能を全て分離してしまうことは、不可能であ
るのみならず、大学教員における不必要な混乱を招くとともに、現在の大学に
おける研究能力の活用や人材育成といった観点から、科学技術の総合推進を阻
害するものとなってしまう。しかしながら、大学院の博士課程などにおいて、
教育と同様の論理で研究を管理することは不適切であり、大学の研究に対して
教育所管官庁は、教育の適切な確保のために必要な最低限の管理（バランスあ
るカリキュラム維持のためのリソース配分等）と競争的窮境の創出、研究支援
体制の確保等研究環境の整備についてのみ責任を負うべきであると考える。す
なわち、教育所管官庁は、実質的な意味において大学における研究を管理する
といった発想を改める必要がある。
したがって、前述のように、国立大学においても所有と運営の分離を図り、
国が所有する大学ではあるものの従来とは異なる、いわば政府資金による新た
な大学に変革されるべきものである。また、その際には、各大学における運営
の透明性を確保するために、現状では国立学校特別会計において渾然となって
いる各大学毎の会計について、国民にわかりやすいような形で明らかにすべき
ものと考える。
L自＿＿ら旦丘政重度遂丘旦羞＿色に乱呈拉鑑を温風五五諷監諷監且圧
特定の国家機能を担当する事業所管官庁においては、自らの行政ニーズに対
応するため科学技術を活用することとなるが、科学技術に関連する他の行政機
関とも適切に連携し、自ら保有する所管行政に密着した試験検査機能のみなら
ず、大括り研究機関や大学における研究機能を有効に活用することが不可欠で
ある。そのため、各省の個別的行政ニーズに対応して、研究成果の目標やそれ
に沿った仕事の進め方を明確にしたニーズ型ファンドを適切に執行することが
重要と考える。
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図4－1　　国家政策（行政活動）の流れ
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機能を鳥撤するトー
タルな国家戦略
・当該政権としての達
成目標の明確化
・科学技術もトータル
な国家戦略の一要素
○各行政施策の総合調整
各行政官庁
○各所掌分野における戦略
的政策の決定
○それぞれの行政施策の企
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図4－2　　科学技術関連行政システムのイメージ
（注：点線は科学技術に係る資金の流れを示し、その太さの違いは資金の多寡のイメージを表現。）
内　閣（当該政権における総合的な国家戦略の決定）
科学技術政策金銭（仮称）
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助言・要請（総合調整）
国家戦略策定サポート機関
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2．科学技術関連行政と施策執行メカニズムのイメージ
総論に示した3つの機能を行政体制に反映した場合に、どのように施策執行が
なされることを想定しているのかといったイメージを示すことが重要と考えるが、
非常に広範な検討を要する大きな課題であることや検討に当たっての時間的制約
があったことなどにより、十分に考えをまとめる段階には至っていない状況にあ
るが、今後の検討の参考となることを期待して現段階におけるイメージを期すこ
ととした。
」」⊥透し呈肢並立畳会盛＿の二1皇二二芝
図5に示すとおり、戦略的な科学技術政策の一元的な決定という強い権限を
与えるとともに、科学技術が国家の全ての機能に深く関係していることに配慮
したものとする必要がある。すなわち、適切なニーズ吸収のメカニズムと研究
開発による成果が効果的に国民や社会に還元されるメカニズムの構築が必要で
ある。
」ユ⊥展望塵＿速度＿萱＿宜＿圧＿の＿土＿皇＿＝二芝
図6に示すとおり、政策会議の事務局としての役割と関係諸機関との連携が
不可欠である。特に、事務局として適切なサポートを行うためには、地球規模
の諸問題、主要国の動向、我が国の社会情勢、各行政官庁における科学技術関
連活動の状況等全世界的視野に立った科学技術の現状の恒常的把握及び分析が
重要である。
aj」軋呈技＿菰＿に＿園＿宣＿る＿主な池波呈建としむ二王
図7及び図8に示すとおり、研究開発の多様性を確保するとともに、研究機
能の有効活用の観点から、当該研究機関の組織的管理権（所有）に関わらず、
他の行政官庁や民間等多様な機関からの資金が活用できるメカニズムが不可欠
である。
」AL且ユニ左阻盆腹温色必要盤
科学技術関連行政システムにおいて、総論に示した行政の論理と研究開発の
論理が適用される境界を明らかにする必要がある。大括り研究機関や大学その
ものは研究開発の論理に従うべきであることは明らかであるが、個別具体的な
科学技術活動に対してリソースを配分することはどのように捉えるべきか。
研究開発リソースの機関配分を前提とするのではなく、ファンド制度により
対応することを基本と考えており、これまで言われている研究開発阻害要因に
は予算執行に係るものが多いことを踏まえると、ファンド執行は研究開発の論
理に従うべきものと考える。
したがって、図9に示すとおり新たな組織形態としてリソース配分機関を設
けるべきと考える。
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図5　　科学技術政策会議（仮称）のイメージ
…日日……………＝…・不斗弓空重定何百醐篭会議　…‥＝・…・……・＝
C⊃戦略自勺な乖悍圭吏何潮臣の－元的な決定
くつ朋賢の不斗雪芦圭寅術日笥連手舌動を＿ス－ノヾ－ノヾイズ
本　　 会 三鼓室亡皇嗣睨
議 長：内閣総理大臣
議 員：科学技術担当閣僚及びその他関係閣僚、衆・参国会議員、有織者
■l
薄志弯手正史男臣委 員 会
委員長：科学技術担当閣僚
委　 員：学術委員会及び産業技術委員会の委員長、有識者
4－　　　　　　　－ 　　　　－ヽ
ヽヽ
ヽ
ーγ：了′l迂塵＿日ゴミ
委員：学織経験者
○学術的立場から国全体
のニーズを政策に反映
（学術分野毎に小委員会
を設置）
磨巨当筐圭吏利庁
蚕Fiゴミ
委員：各産業界の代表者
○産業的立場から国全体
のニーズを政策に反映
（産業分野毎に小委員会
を設置）
戦略委長考会
委員長：科学技術次官
委　員：関係各省次官
○各省の行政ニーズに基
づく科学技術関連活動
等の調整
（国家機能毎に小委員会
を設置）
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図6－1　科学技術所管官庁と機能連関のイメージ
情報の公開 行政の監視
ヽ′
国 民 　／ 民 問
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図6－2　　科学技術所管官庁の役割のイメージ
■lll．lt．■．．．tll
一　　　　　　　一　　　　　　　．
－　　　　　　　1　　　　　　　一
I l l
乖斗学童吏二日前ヂテ窄㌢所
状況の恒常的把握及び分析
社：実：活：政
一　　　．　　　t
会：施：動：策
t　　　．　　　1
連：の：条：前
tt　　　　一
閑：担：件：提
．　　　　　　　′　　　　　　　－
：保：：
・全世界的視野に立った調査
・国際情勢への配慮
・我が国の総合的な科学技術力
・各省庁の科学技術関連活動
○研究開発経験者等の恒常的な配置
公共ニーズの吸収と優先権位付け 未来予測 ・ビジョンの策定
安全 ・倫理等負の要因計測
競争条件／流動性／人的交流等研究環境の整備
情報化、汎用的施設等研究開発基盤の整備
国際交流／協力／連携
各省活動の総合調整
複数省による連携施策
リソース計測 ・推計
リソース配分機関の監視
研究者等の人材養成 ・確保
地域における活動との連携支援
個別分野の研究開発の推進
科学技術に対する国民の理解増進
適切な情報公開
大規模プロジェクトの評価
成果の社会への還元 （民間等とのインターフェイス）
研究評価 ・研究機関評価 ・政策評価の担保 とフィー ドバックの受け入れ
教育所管官庁 事業所管官庁 地方政府 諸外国
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国際機関
図7
（行政機構） （行政機構）
主な資金の流れのイメージ
（注）大括り研究機関及び大学に対する当該実線は、一般管理経費、人当研究費等をイメージ。
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図8　　大学への資金の流れのイメージ
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図9　　ファンド執行のイメージ
??????
?
?
?
?
???????????
???????????????
心　　　　　　　　 ．　　　　　　 ↓　　　　　　　　 ↓　　　　　　　 ↓　　　　　　　　 ↓
大 括 り 研 究 ポ装開
所有と運営を分離するため、エー ジェンシー 化等の組織形態により運営
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lI研究開発部門Ii　　　 l統括部門i　　　 il支援部門l
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll ll　　　　　　　l（センダは柔軟な研究開発グルプ制）； ；○施設、設備の整備・運営
）
l　　　　　　　l○生命科学技術研究センタ－　 1 ：○研究用材料等の確保・管理
l　　　　　　l○地球科学技術研究センタ－　　 縁－号○知的所有権の管理・活用
I　　　　　　l○エネルギー 研究センター 　　 i io 関連活動とのインダフェイス促進
ll○航空・宇宙研究センタ－　 等i i　　　　　　　　　 等
ll　　　　　　l
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3．メトリックスの強化に向けて（評価のイメージ）
総論に示した3つの機能が適切に働くためには、これまで述べてきたとおりそ
れぞれの段階における評価が適切になされるかが重要なポイントと考える。しか
しながら、評価の在り方自身が非常に大きな課題であることや検討に当たっての
時間的制約があったことなどにより、十分に考えをまとめる段階には至っていな
い状況にあるが、今後の議論の参考となることを期待して現段階におけるイメー
ジを記すこととした。
」」＿⊥屈＿凪旦且凪と並足会腫
総論に示した3つの機能が適切に働くためには、図10に示すとおり「政策
評価」「研究評価」及び「機関評価」が不可欠と考える。国民の税金によって
国の科学技術活動に対して投資されていることに鑑みれば、将来において投資
に対するリターンが享受し得るのかと言うことを念頭に、常に、投資対象が適
切であるのか、投資されたものが適切に活かされているのかというチックが必
要であることはいうまでもない。
評価について「客観的かつ公平な評価」ということがしばしば言われるが、
注意しなければならないことは、例え評価基準に数値的指標を用いたり多数の
人間によって実施したとしても、そもそも評価という行為自体は評価者の主観
によるものであると考える。なぜならば、どの数値的指標を用いるかを決定す
る行為は主観的なものであり、また、合議によるとしてもその結果は主観的意
思の総体であるからである。
適切な評価とは、評価対象に求められる目的に照らして行われるべきもの、
言い換えれば与えられた目標をどれだけ達成できたかを明確にすることである
と考える。評価対象（政策、研究、機関）の目的が、科学的価値を追及するた
めなのか、将来における幅広い政策の選択オプションを提示するためなのか、
具体的な経済・社会・生活ニーズに対応するためなのかによって、評価基準の
考え方や実施の方法など全く異なるべきものである。
したがって、「客観的かつ公平」とは、それぞれの目的に合わせて作られた
評価基準への当てはめにおけるものと理解している。その意味で、評価基準へ
の当てはめ（点数付け）については、第3者、いわゆる評価対象とはつながり
の無い外部人材によってなされるべきものと考える。
さらに、外部人材の第3着性とその能力（責任所在の明確化）を確認すると
いう観点から、フィードバックによる修正を前提とした人選のプロセスの公開
や評価過程及び結果についての公表が不可欠と考える。
乙L国民＿と旦＿接点凰且に＿虹吐息政畳盈底遡上メ＿：二芝＿＿士鼓む象監L
「政策評価」は、前述の「科学技術に関する行政改革の目的」、特に行政目
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的の効率化に寄与するものであり、国民からのフィードバックによるサイクリ
ックな修正を前提としたシステムの基本であり、いわば国民・社会との接点を
創出するものと考えられる。
出＿止二五投A効塵此遣鹿田透過建建餌餌とLと二芝⊥鼓生参監」
「研究評価」は、自由な競争のもとに、優れた成果が期待されるところに研
究開発リソースを集中させるという研究開発の論理が働くための不可欠なシス
テムであり、機関評価とともに、研究開発リソース投入の効率化を図るための
手段と考える。成果主義に基づく研究開発リソースの傾斜配分は、研究者等の
処遇とも相まって、研究開発の活性化のインセンティブとなるものと考えるが、
兢争と淘汰に当たっては、敗者復活にも十分な配慮が必要である。
また、研究評価はリソース投入の判断（当然に成果の確認も含む）のために
行われるのであるから、その実施主体（評価基準の策定者ではあるが、評価基
準の当てはめを行う者ではない）は、実際に当該研究開発活動に対してリソー
スを配分した機関であるべきと考える。
生し遥＿致効率比丘底止去＿⊇＿之皇並＿亘」＿之生乳温風証血旦土旦二±芝＿烏鼓j裏釘監L
「機関評価」は、研究開発の論理に基づく環境が適切に整えられているかを
チェックするものであり、研究開発阻害要因の除去という観点から、研究開発
リソース投入の効率イヒを図るための手段と考える。この場合において、個々の
研究開発活動に対する研究評価の結果は、当該機関における研究開発阻害要因
の有無などを分析するための材料であって、それ自体の総体を持って機関評価
とすべきではないと考える。
以　上
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図10　　主な評価のイメージ
内　　閣
○国家戦略の決定及び各行政活動の監視
政報喜平イ面
（表3）
′ヽ
科 学 技 禰 「 政 ∵ 策 会 議
○ 戦 略 的 科 学 技 術 政 策 の 決 定
政策評イ面
（表3）
e
科 学 技 術 所 管 官 庁
〇 個 別 科 学 技 術 政 策 の 決 定 及 び 推 進
1親閲昌平イ面
（表5）
レヽ
リ　 ソ ー ス 配 分 機 日 間
○ 政 策 目 的 に 沿 っ た フ ァ ン ド の 執 行
研究評イ面
（表4）
大括り研究機関
国　　会
○国民の意見吸収
意　見　等
評価結果等の公表
行政活動の監視
研究開発成果の社会への還元
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表3　　政策評価における主なポイント
「科学技術知識の拡大」 「抽象的ニーズに向かっ 「具体的ニーズの達成」
のための政策 ての探索」のための政策 のための政策
それぞれの ○科学的価値の追及 ○将来における幅広い政 ○具体的な経済 ・社会 ・
政策の目的 策の選択オプションの
提示
生活ニーズへの対応
戦略的科学 ○研究開発リソース配分 ○研究開発リソース配分 ○研究開発リソース配分
技術政策に バランスの妥当性 バランスの妥当性 バランスの妥当性
対するポイ ○抽象的 ・潜在的ニーズ ○具体的ニーズ選択の妥
ント 選択 （未来予測）の妥 当性（期待される効果）
当性 ○国が行う必要性
個別科学技 ○科学技術の負の要素 ○今後の発展の可能性 ○社会還元までを含めた
術政策に対 （倫理、安全性等）に ○政策手法の妥当性 達成目標の明確化
するボイン 対する配慮 ○科学技術の負の要素に ○政策手法の妥当性 （コス
ト ○創造性や独創性の発揮 対する配慮 トベネフィットを含む）
に対する配慮 ○創造性や独創性の発揮 ○科学技術の負の要素に
○人材養成に対する配慮 に対する配慮 対する配慮
○適切な環境の設定 ○人材養成に対する配慮 ○創造性や独創性の発揮
・競争条件 （淘汰と敗 ○適切な環境の設定 に対する配慮
者復活） ○研究評価の考え方 ○人材養成に対する配慮
・人的交流　　　 等 ○適切な環境の設定
○研究評価の考え方 ○研究評価の考え方
（注）政策評価については、政策の立案時及び政策決定後一定期間毎になされるべきものと
考えるが、政策決定後の評価は当該制度やプロジェクトの規模に応じて設定されるべき
ものと考える。
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表4　　研究評価におけるポイント
「科学技術知識の拡大」 「抽象的ニーズに向かっ 「具体的ニーズの達成」
のためのファンドの場合 ての探索」のためのファ
ンドの場合
のためのファンドの場合
事前評価
○独創性や創造性への期 ○長期的視点に立った目 ○目標設定の妥当性 （ニ
得度 標設定の妥当性 （波及 ーズ達成への寄与度）
○研究遂行能力 効果の期待度） ○社会還元までを念頭に
ll ・過去の実績も考慮 ○活動の連鎖までを念頭 おいた実施手法の妥当
リソース配 においた実施手法の妥 性（コストベネフィットを含む）
分の可否 当性 ○目標達成能力
○研究開発遂行能力
○独創性等への期待度
○独創性等への期待度
中間評価 ○研究遂行能力 ○抽象的ニーズの顕在化 ○社会情勢等によるニー
ll 状況の確認 ズの変化の有無
配分継続の ○実施手法の妥当性 ○実施手法の妥当性
可否 ○研究開発能力 ○目標達成能力
事後評価
○独創性や創造性の発揮 ○他の活動への波及効果 ○目標達成度
の状況 ○独創性等の発揮の状況
ll （その時点で、判断が困 （その時点で、判断が困
成果の認定 難な場合には追跡評価 難な場合には追跡評価
に委ねる） に委ねる）
追跡評価
○独創性や創造性の発揮 ○他の活動への波及効果 ○成果の社会への還元状
状況 ○独創性等の発揮の状況 況 （ニーズに対する満
11 （学会等の評価や論文引 ○政策オプション形成へ 足度）
成果の認定 用回数等を考慮） の寄与度 ○社会に対する波及効果
○独創性等の発揮の状況
（注）研究評価のうち、中間評価及び追跡評価については当該制度の規模に応じて設定（場合
によっては行わない）すべきものと考える。また、中間評価においては、成果の獲得に向
けた絞り込み（淘汰）との観点が重要。
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表5　科学技術所管官庁による機関評価における主なポイント
「科学技術知識の拡大」を 「抽象的ニーズに向かって 「具体的ニーズの達成」を
行う部門 の探索」を行う部門 行う部門
リ
ソ
1
ス
配
分
機
関
○当該ファンド及び執行機 ○当該ファンド及び執行機 ○当該ファンド及び執行機
閑の必要性 （教育所管官 閑の必要性 （政策的裏付 閑の必要性 （政策的裏付
庁との関係） け） け）
○機関の規模及び人的構成 ○機関の規模及び人的構成 ○機関の規模及び人的構成
の妥当性 （サイエンスコ の妥当性（サイエンスコミュニティー、 の妥当性 （産業界中心）
○研究評価能力
ミュニティー中心） 産業界、行政）
○研究評価能力 ○研究評価能力
・独創性や創造性 ・独創性や創造性 ・独創性や創造性
・研究遂行能力　　　 等
○独創性等発揮のための競
・波及効果の予測能力 ・ニーズ分析能力
（政策げ ションヘの発展可 ・目標達成能力
能性の判断）
・研究開発遂行能力　 等
○独創性等発揮のための競
・社会還元手法　　　 等
○目標達成に向けたリソー
争環境創出メカニズム 争環境創出メカニズム スの集中投入のための競
（敗者復活をも考慮） 争環境創出メカニズム
大
○当該分野において大学を ○国が機関を保有して実施 ○国が機関を保有して実施
補完する必要性
○機関の規模及び存続期間
する必要性 （大学 ・民間 する必要性 （民間活用の
括 活用の可能性） 可能性）
り ○機関の規模及び存続期間 ○機関の規模及び存続期間
研 ○研究阻害要因の有無 ○抽象的 ・潜在的ニーズを ○目標達成メカニズム
究 ・事務管理手法 意識したシーズ探索メカ ○研究開発成果の社会還元
機 ・研究計画の動的対応 ニズム に向けたメカニズム
関 ・成果主義に基づく処遇 ○研究開発成果の発展メカ ○研究開発阻害要因の有無
・組織の機動性、柔軟性 ニズム
・人的交流　　　　　 等 ○研究開発阻害要因の有無
（注）機関評価については、機関設立時及び設立後一定期間毎になされるべきものと考える。
なお、設立後一定期間毎の評価については、研究評価の結果がアプローチの材料となるた
め、分野毎に設定期間は異なる。
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科学技術に関する行政改革に係る意見照会結果の概要
平成9年1月
本資料は、研究・技術計画学会において科学技術に関する行政改革について議論を深めていくため
の第一段階として、全会員（約600名）に対して、現在の科学技術に関する行政システム等につい
ての問題などについて書面で照会し、得られた回答の概要をまとめたものである。
なお、概要の作成に当たっては、同趣旨の意見が多数あったものについて、その回答者数に応じて、
「・（1名）、○（2～3名）、◎（4名以上）」のように分けて表示した。
◎皇国主星⊥及珪之に丑主星且生壁盤要
（注1）回答のあった意見について、①科学技術政策関係　②科学技術行政体制全般　③国立試験
研究機関関係　④大学関係　⑤行政制度全般　に便宜的に分類して整理した。
（注2）問題（質問1）と解決策（質問2）を関連付けて回答のあったものについては、対比でき
るよう並べるとともに、内容的に関連するものは極力近くに整理した。
（質 問 1 ） （質 問 2 ）
現在の国の科学技術活動 （大 学、国研、 ご指摘の問題を解 決す るた めに、国の科
特殊 法人、補助金、委託 費等 あ らゆ る活動） 学技術 活動や行政システム をどのよ うに改革
や科 学技術 に関す る行政 システム （組織 、体
制 、官位 ・職階 を含む 人事運用 制度等） につ
いて、 どのような 問題 を感 じてい ますか ？
すべ き とお考 えですか ？
①
科
学
技
術
政
策
関
係
（科 学技術政策論） （科学 技捕政策論）
・科 学 とは何 か とい う定義が不明確 のまま政 ・従来 の権威 と呼ばれ る人か ら相 手 にされな
策 が作 られ ているため、従来の延長 となっ か った分野 の人を科学技術会 議の メンバー
て しまっている。 に加 えるべ き。
○国 の役割 とそ の範 囲が明確でな いため、効 ○総合 調整機 能を有す るよ う科 学技術会議 を
栗 的な科 学技術 政策 が立案 され ていな い。 強化す べき。
◎科学 技術 の役割 （優 先順位）が曖 昧で、戦 ○総合 的計画的な科 学技 術会議の整備拡充等
略性 （ビジ ョンリーダー シップ） が欠如 し 新時代 の行 政機能の再定義 によ る行政機構
て いる。
◎科 学技術全体 につ いて、戦略 ・戦術 を一元
の再編 が必要。
○国民 のコ ンセ ンサ スを得 られ る科学技術 推
進 の理念、思想 （共存す る科学技術） を明
確 にすべ き。
○科学 技術の分かる人 （研究者） を養 成 し、
的 に計画する ところがな い。
・基 礎研究予算が拡充 され て も、ハー ド中心
で あ って研究活動 に支障 が生 じる。
・技術 を行政や企業経営 の中で どう育て 、ど
行政 府 に入れ る必要が ある。
・学 問的 に体系化 し、それ を教 育に活 か し、
う活 用するか につ いて体 系的 に取 り扱われ 効率 的 に技術 開発を進 めて い くことを担 う
て いな い。 行政 機構が必要。
・科 学志向で あ り、産業や社会 に直接影響す ・科学 振興 と技術振興 を分 けて立案 、実施す
る技術の特性 に応 じた政策 が弱 い。 べき。
・原子 力研 究開発 につ いて、特 に巨大 な資金
参－1
・時代の変化に対応できず、停滞している分
野がある。
○科学技術活動全体に市場原理と国民生活ニ
ーズに対応する仕組みが欠如している。
・需要創出と一体となった科学技術政策が求
められている。
・決定が社会経済のメカニズムから遊離した
専門家と称する人に委ねられすぎている。
○政府の科学技術振興策は、ジャーナリズム
受けする分野に集中しすぎている。
・科学技術支援体制は体制化され、固定化さ
れ過ぎているため、知的生産活動を活性化
するだけのフレキシビリティーとダイナミ
ズムを失いつつある。
（科学技術活動の進め方）
・民間が本来実施すべき研究開発テーマを国
が行っていることもある。
・ベンチャービジネス普及が、産業技術の発
展に即結びつくような国民を惑わせる施策
が多すぎる。
・全てのプロジェクトは建前で成功している
ことになっており、新しい技術の可能性が
出てきても取り上げにくくなっている。
・プロジェクトの採択には熱心であるが、運
営には関心がない場合がある。
・各プロジェクトの計画が曖昧で、目的意識
が低く、普及例も少ない。
・研究者や技術者個人のインセンティブが低
い状況にある。
○省庁毎の縦割りにより、省際領域や他省庁
領域がプロジェクト化できず、研究ポテン
シャルを有効に発揮できない。
◎箱物的予算が先行して、人材育成や支援体
制等に関する改革が行われない。
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を必要とするプロジェクトは、エネルギー
政策の面から正当性を与え、科学技術振興
とは切り離すべき。
◎既得権を制限し、競争原理を導入すべき。
・民間企業活動と大学国研の基礎研究テーマ
の連結・相互作用を強化すべき。
・メディア＋医療＋福祉等省際事業の大規模
予算枠を新設すべき。
○縦割り審議会の統合や国会内における審議
体制が必要。
○政策形成過程の明示化や公開が必要。
・超長期、中長期、短期の課題をウェイト付
けして予算に反映すべき。
・科学技術振興は教育とは切り離し、焦点を
絞った政策評価を柱とすべき。
（科学技術活動の進め方）
○本来民間が行うべきテーマは、規制緩和・
撤廃を推進し、競争原理に基づく研究開発
を促進すべき。
・産業技術の発展は民間レベルでの競争原理
にまかせ、国家機関は将来的な見地に立っ
た科学技術教育を充実させるべき。
・予算要求者の権限と責任のタイムラグ及び
人事評価の在り方を見直すべき。
・研究の類型を明確にし、本音と建て前の使
い分けを排除すべき。
・知的財産権に関わる制度と他の制度との接
点における問題の排除が必要。
・省際プロジェクト等をオーガナイズする組
織や予算制度を新設すべき。
○予算等がリーズナブルに配分され、研究者
に平等にチャンスがあるべき。
○人材の育成に対して研究予算を使えるよう
にすべき。
・労働省等も範囲に入れて、広く人材養成を
含めた教育改革を行うべき。
・研究予算の配分決定に研究者の側が関与す
・科学技術活動への投資が少なすぎるととも
に、技術者・研究者の処遇が不十分。
（補助金、委託費等）
○研究は、その進展により内容が変化してい
くものであるのに、補助金の申請の際に細
部まで決める必要がある。
○補助金、委託費等について、縦割り行政に
よる不合理や評価システムの欠如がある。
○補助金や委託費については、その時々のキ
ーワード的テーマが選ばれ、一度スタート
したものは生き残りを図り、実用化研究で
も実用化までフォローしなかったり、単年
度予算なのに年末にスタートしたりなど、
必ずしも有効に活用されていない。
・研究フアンデイングのマルチソース化に伴
って無駄が生じている場合がある。
・財源のバラエティが少ない。
???????????
（総論）
◎仕事の進め方、行政システムが複雑でわか
りにくく、また、大学や民間を含めてシス
テムが有機的に動く構造になっていない。
・現在のシステムができたときと事情が変わ
れば、行政システムも変わらないと有効な
資源活用はできない。
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る制度とすべき。
・予算決定過程に民間人を投入すべき。
○予算や処遇は、成果主義に基づく抜本的な
改善が必要。
・国家予算の一定比率を全科学技術活動に当
てるようにすべき。
〇人的交流を促進するために、年金制度の一
本化といった福利厚生施策整備をすべき。
・データベース、測定観測等研究論文にならない
科学技術活動にもっと力を入れるべき。
（補助金、委託費等）
◎補助金のチェックシステムが機能するよう
実態にあったものに改善すべきである。
○省庁間を統合して評価する機関の設置と外
部評価委員の導入を図るべき。
○金を出す側ではなく実施者の都合に合わせ
るようにし、単年度主義にとらわれない運
用や研究進捗に応じた予算の修正を可能に
すべきである。
・地道なテーマ、成果にも目を向けるべき。
・一件当たりの補助金や委託の大型化を図る
べき。
・フアンディングの研究者別データベース化
を図るべき。
・多用な目的、意図、審査基準に基づくマル
チグラント化が必要。
（総論）
◎大学の研究活動まで含め、単なる調整では
なく、現在各省庁にまたがる科学技術政策
及び活動の統合が必要。
・科学技術に求められる役割は、「社会経済
発展の原動力」と「人類文化の発展に向け
た知的資産の拡大」の観点であり、両者の
視点のバランスが取られるべき。（産業政
策や基礎科学に偏るべきではないと言う意
味で、科学技術は独立した行政分野と捉え
るべき。）
・研究実施主体はいろいろあっても良いが、
予算配分は専門的に評価できる体制で一元
化すべき。
・科技庁は、予算配分のみ行い、直接研究は
行うべきではない。
・大蔵、文部、科技、通産、郵政の一部を合
○研究開発の実態を知らない行政官によって
管理されているため、ダイナミックな研究
開発の展開を阻害している。
・行政と現場（国研や大学）の感覚が著しく
ずれており、予算効率、人材効率が極めて
低い。
◎研究システムや予算項目は、一度できると
改廃することが難しく、どんどん肥大化し
てしまう傾向がある。
・担当部門の予算の増大、組織の拡大を使命
とする形式主義の現官僚組織は、創造的研
究には合わない。
◎大学、国研等の研究業績評価がどのように
なされているか極めて不透明である。
（縦割りの弊害）
◎強力な総合調整に欠け、国の研究体制が省
庁別の縦割りになっているため、複数の省
庁で重複したり、細分化され過ぎたりして
いる場合が多い。（研究開発リソースが有
効に使われていない。）
○科学技術行政が各省庁に分散されているた
め、予算配分や施策立案等において、各々
の省庁の思惑に左右され、科学技術振興の
視点に立った重点化が図られていない。
・科学技術行政について、一貫した広報シス
体させたような組織を作り、強力な権限を
持たすべき。
○投資と効果の関係が他の行政分野と違って
明確でないため、科学技術の知識を持ち、
長期間の科学技術行政の経験を持った人材
が中枢となる行政体制とすべき。
・あらゆる行政部門に科学技術活動の意味の
理解できる精神風土を養成すべき。
・職階と地位との分離が必要。
〇回と地方とを同時にかつ同次元のレベルで
改革を検討すべき。
○研究所に権限を移すべき。
・この国の立役者である中小企業者を国の審
議会や委員会に入れるとともに、官僚はも
っと世間を熟知すべきである。
・国会と裁判所に国家予算の一定比率をコン
スタントに分与し、それぞれ科学技術戦略
調査部局、科学技術活動審査部局を設置し
て、バランス機能を発揮させるべき。
〇回の科学技術活動の客観的チェックができるよ
う科技庁の外に監査機関を設けるべき。
・大学、国研等政府の金を使う者は、もっと
国民の税金を使っている意識が必要。
◎研究業績を客観的かつ公平に評価し、任期
制導入など処遇に反映させるべき。
（縦割りの弊害）
◎分散している研究開発リソース（資金、人
材、基盤的施設、ノウハウ等）を集中させ
るとともに、それらを有効に使用すべき。
・総合調整を強化するためには、その実行を
迅速に行える実施機能と密着した体制とす
べき。（大括りに統合した研究機関を総合
調整を行う機関が所管すべき。）
・科学技術は他の行政目的の様々な局面に密
接に関連しており、大学、国研、公設試、
研究関連特殊法人を所管する全ての省庁の
機能を発展的に改組する研究技術省型の行
政組織にすべき。
・科学技術行政について、どこかでまとめて
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テムがないため、各種制度等に関する情報
収集が大変である。
（研究実施機関の在り方）
○予算や権限が中央に集中しすぎて、各機関
が個性のないものになってしまっている。
◎一部を除いて学官の研究所は末だ閉じられ
ている状況。
◎人材の流動化が図られていない。
・大学（特に付置研及び共同利用機関）と国
研は、概念的な違いはあるものの、その研
究機能において大差ない。
◎国研毎に資金配分や人材が硬直化してしま
っており、また予算執行上の制約があるこ
とから、柔軟かつ機動的な対応が図りにく
くなっている。
○縦割り行政に沿って設置された国研の中に
は規模が小さいものが多く、研究分野が学
際化・総合化する中で、特定の専門分野に
細分化され過ぎてしまっていて適切に対応
できない分野がある。
・研究機関間や所管省庁間の壁があって、創
造性発揮に重要な研究者の人的交流や連携
が図りにくくなっている。
・大学の研究は、どのような目的、立場で進
められているか企業的には不明である。
○大学が外部に閉ざされ、テーマとニーズが
離れている。
・民間に比べてフレキシビリティーがない。
○特許体制の不備、大学事務職の支配、国際
感覚の欠如、箱物と中身のアンバランス、
予算執行に係る制約等
○教員について末だ公務員制度の壁は高く、
産学協力を阻害している。
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情報発信がなされるべき。
（研究実施機関の在り方）
○学長や所長などの機関のトップに予算や権
限を集中させるべき。
◎世界に貢献できる成果を生むためには、国
内、国際的に研究者交流を活発化すべき。
○研究者の処遇を統一すべき。
・少なくとも付置研や共同利用機関と国研を
統合して、大括りの研究機関とすべき。
○軍事研究以外は、国立研究所は全て民営化
し、国の研究費を競争入札で委託すべき。
○科学技術庁の統廃合は国立大学の民営化と
セットで考えるべき。
・組織の壁を無くし、研究開発資源を一体化
して研究機能の拡充を図るためには、研究
機関をなるべく大括りなものとすべき。
○国研の特殊法人化も視野に入れた在り方の
見直しが必要。
・国研の担当分野（標準、データベース等）
を明確にして、その他はベンチャー育成に
実績のある理研に吸収。
・国研にも大学の奨学寄付金制度のようなも
のを設けるべき。
・大学と国研、大学間の研究内容の調整はあ
ってしかるべき。
・大学の内部だけで行う研究は一定期間に限
定すべきである。
◎規制緩和が必要。
○大学間が自由競争できる体制（精神的には
民営化）が必要。
○少なくとも理工系の国立大学は民営化すべ
き。（リサーチ大学または教育機関として
市場原理により淘汰）
・大学（研究所含む）の管理運営について、
制度的に柔軟化を図るべき。
・研究開発の空洞化に対して、大学側に危機
感が欠如している。
・科学技術活動においても、特権的な意味で
の不正があるのではないか。
◎国の予算には制約（単年度主義、配分及び
執行の硬直性、実績主義等）があり、効率
的に使用されていない。
・国益やグローバルベネフィットに直結しな
い金が浪費されている。
?????
・予算のばらまきは回避し、自助努力ができ
ない大学への助成金はカットすべき。
・知識の統合化のために、大学院で学部と同
一の専門を選択することを制限。
・ベンチャー育成のためには、自由度の高い
私学の振興策に力を入れるべき。
・4年に1回程度は審査できるように、大教
授、正教授、準教授、助教授のような多階
層にすべき。
・公務員の給料を高めて、もっと誇りを持た
せるべき。
◎予算を必要に応じて使えるように予算制度
の改革をすべき。
・速やかな情報開示制度と国益をフランクに
議論できる場や仕組みが必要。
・民間活力を大幅に導入し、必要最小限の小
さい政府・地域自治体に再構築する。
◎旦過重盈且に丑亘る回登の幾重
（質問3 ）
当学会において科学技術に関する行政改革について議論するに際して、その対象範囲や進
め方等について、特段ご意見があればお願いします。
（対象範囲について）
・対象範囲を始めから限定せずに、日本の科学技術の問題点を改善するためには、どのような改
革が必要かを議論すべき。
・研究者の視点と国民の視点から全システム（研究機関、諸制度、行政）の在り方を議論すべき。
・広範かつ曖昧な議論よりも、トピックをいくつかに絞り込んで、基本的かつ急ぐものに集中。
・研究の目的を考慮しつつ、大学の研究の在り方を問題にすべき。
・将来を担う研究人材の育成や確保の観点から、初等・中等教育の在り方及び研究者の生涯教育
についても目配せが必要。
・科学技術会議をもっと実質的に機能する組織とするための議論をすべきである。
・研究技術の活性化、人材の育成、マネージメントの観点から検討すべき。
・国立研究機関に限定して、先端研究分野の研究者を対象とすべき。
・産業に関する研究の位置付けをどうするのかを考えるべき。
・特に民間企業との役割分担を明確にして、国立研究機関や大学等の研究のあるべき姿とそれを
支える体制に関して、問題点と具体的方策を議論すべき。
・研究の種類と定義及び科学技術研究の目的と主担当に関する意見のまとめ、諸制度に関する事
例研究と課題抽出を行うべき。
・研究施設整備の際の付帯的分野についてのガイドラインのようなものを議論すべき。
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・科学技術政策の基本となる情報・データの積極的収集とその公開の範囲・方法の明確化につい
て提言すべき。
・科学技術活動を評価する方法論を構築する特別プロジェクトを学会内に設置すべき。
（進め方について）
・科学技術政策を我田引水でなく議論できる場を作る。
・学会として力量発揮の機会であり、政治家へ提示できる内容の作成。
・学者偏重や行政職偏重にならないことを望む。
・科学技術は国家の様々な機能と関係しているのであって、自民党の4分類のどれに該当するか
と言った議論の仕方をすべきではない。
・個々の専門分野の研究者コミュニティーの利害と直結しない学会としての個性の発揮の機会で
あり、行革動向に反映できる単純明快な主張内容の絞り込みが必要。
・各省庁の考え方を聞いてみるのも一案である。
・民間からの意見を重視し、官庁側からの参画は関係省庁の全てを網羅する姿勢が重要。
・企業が組織の刷新のために行う、バーチャルコーポレションやtはンジ二アリガ等の新しいコンげトを活用。
・必要な問題点の洗い出しとして、特に企業との関係において、科学技術政策の意味や有効性に
ついての企業の考え、企業のR＆Dを進める上での政策上の壁の洗い出しを行うべき。
・ホーリズム的に経済、文化、社会をも統合的に検討する広範囲な議論をすべき。
・ワーキンググループによるたたき台モデルが必要。
・他学会に本学会の問題意識を提示し、日本の学会の連携による意見の主張を行った方がよい。
・他学会（電機・情報関連5学会、応用物理学会）、学術会議等への情報発信、共催シンポジウ
ムの開催を望む。
・補助金等を受ける側の要望、実態、本音などを聞きだして整理するのがポイントである。
・予算単年度主義の功罪に関するシミュレーションを行う。
・研究開発の実態を知っている国研や大学の現役研究者の意見を聞くべき。
・有馬元東大学長、吉川現東大学長をこの会に一度引っぼり出して議論する必要がある。
・（従来の権威に偏らないように）「超能力者」と呼ばれる人たちを学会に呼ぶ。
・前回の懇談会では小さな問題に議論が偏りがちとなっているが、大局的見地に立った議論をす
べき。（学会における本間題の方針、目標から議論を始め、討論の際の数値データ等も文書化
して確認。）
・科学技術はあくまで手段であることを前提に議論すべき。
・問題点の列挙をまず行い、緊急性や重要性の考慮とワーキンググループの結成を図るべき。
（その他）
・学会として提言をまとめたら、どのように世の中にアピールするかが一番大事である。
・討論の成果のプレイアップの仕方に工夫が必要であり、そのためには会員の意見列挙ではなく、
インパクトを与えるような提言的な意見集約を図るべき。
・科学技術活動が政府機関内では一部の官庁を除いてマイノリティであること、それに関わる職
員の行政全体への影響力が低いことなどに留意すべき。
◎畳毘圭項旦＿に迫主五回笠旦盤宜
（質問4 ）
その他 （今回の行政改革の動きに関す る受け止め方や所感など本件に係るどのよう
なご意見でも結構です。）
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・科学技術に関する行政改革の話題がよく新聞等で取り上げられるが、本質的な議論を欠いたま
まムードに流された論調が多く不安。
・行政の欠点を知らない人達が改革をやろうとしており、省庁の再編成にすり替えられている。
・政治家は、国益よりも選挙当選を優先しており、本気でやっていない。
・個人的にはどこまで改革が行われるのか悲観的である。
・全体的に現状認識の甘さ、危機意識の欠如が目立っている。
・役人は、国益よりも自己の利益を優先する習性は変わらない。
・この改革の成否は、日本が沈没するか、生き残るかの分かれ道である。
・組織いじりのみでなく、国の歳出について見直しを行い、その削減に努力すべきである。
・キャッチアップ段階から先進国フロントランナーへの体質転換の時である。
・基礎研究は何のためにやるのか、プロセスと成果について、政治家に理解してもらう必要あり。
・基本法や基本計画に大蔵は拘束されていないが、政府としてR＆D政策を確立すべき。
・実質的に改革できる案とすべきである。
・財政逼迫の折に予算増額を断行するからには、真の技術立国を目指せるようにすることが時代
に対する責務である。
・あらゆる事業に民間企業のような厳しいコスト意識を持ち込むべきである。
・我が国の科学技術における国際競争力向上のための研究等も必要。
・規制緩和によりどれだけスリム化できるかなどの議論が国民に見えるように透明化されるべき。
・実行プロセス、成果について、国民にオープンにし、正しい競争原理を育む取り組みが必要。
・従来の科学の枠組みの範囲で研究を進めると、重箱の隅をほじくるため金がかかってしまう。
・教育の悪い面が大きすぎるので、そこから直していかないと砂上の楼閣となる。
・教育に対して企業が注文を付ける必要がある。
・教育担当省とは別に科学技術を担当する独立省庁は絶対に必要と思う。
・大学にある良い技術や先生を地元企業がバックアップし、新産業を創出していく姿が望ましい。
・行革の基本は、官中心構造批判と国民全員のアカウンタビリティーサイクルへの参加である。
・ある意味で千載一遇のチャンスである。
・現在の運営システムでは、研究開発現場にバブルを招き、基本法が科学技術発展の阻害要因。
・研究組合、各種開発センター等が縦割り行政の欠点の元である。
・科学、学術中心に科学技術政府機関を考えずに、「科学」と「技術」として考えるべき。
・現状の科学技術政策は、あまりにも行政主導で進みすぎている傾向がある。
・セクター間の閉塞性の打破→理解促進と次世代教育
・科学技術には大した圧力団体はないので、行革を全体として行おうと言うときには最も弱い部
類に入り、世論に上手く訴える以外に道はない。
・個人や団体の意見・提案を国会の審議に反映させるシステムは、国会の専門委員会に外部の意
見収集や回答を義務づける制度が必要である。
・行革は、意思決定と実行とアセスメントのトライアングルを確立することができれば自ずと実行。
・当学会の本件に関する活発な活動を期待。
・科学者、研究者サイドだけに立った議論ではなく、全国民的視点に立った議論が必要。
以　上
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科学技術に関する現行行政システムに起因した事例照会結果の概要
平成9年2月
本資料は、行革問題懇談会における議論に資するため、本学会員のうち、中央省庁において科学技
術関連行政の経験を有する方々及び国の試験研究を行っている機関（国立大学及び国立試験研究機関）
において研究経験を有する方々（約190名）に対して、現行の行政システムに起因した事例などに
ついて書面で照会し、得られた回答の概要をまとめたものである。
の経験を有する方々からの匝I．中央省庁において
1．現行システムの長所が活かされた事例及び優れた点の更なる
長所が活かされた事例 優れた点の更なる強化方策
（現行システムの鵡整機能）
○原子力開発及び宇宙開発の効果的な成功
原子力委員会一科学技術庁といった体制に
より、この分野の開発が効果的に行われた。
○宇宙開発要点会における予算調整の成功
毎年度宇宙開発計画が改訂されるが、1978
年度計画の策定に際してAMES衛星に関し
て、初めて運輸省、郵政省及び宇宙開発事業
団の開発計画を一つにまとめるよう調整がな
された。
○適切な調整による各省庁連携
1991年度に4省庁が開始した糖鎖関連の研
究開発プロジェクトは、通産省の呼びかけに
より科学技術庁が企画段階から4省庁糖鎖連
絡会を主催して、研究内容の調整と実施段階
での研究者による情報交換の枠組みが形成さ
れた。
（研究開発の進め方）
○大型の長期委託費による研究開発の成功
昭和40年頃から通産省が行った大型プロジ
ェクトをはじめ、シャンシャイン、ムーンラ
○調整のための企画楓能の抜本的強化
研究開発組織の強化ではなく、研究開発課
題型の振興施策への切り替えが必要。
総花的審議会方式ではなく、少数のタスク
フォースによって原案を作成し、それをベー
スとして公開ワークショップを数回行って取
りまとめるといった試みが重要。
○自ら問題点を発見解決する意気込み必要
宇宙開発委員会にしろ、科学技術会議にし
ろ、本来与えられている役割を忠実に果たす
ことが肝要であり、細かいことと根元的なこ
とを峻別しつつ、自ら問題点を発見解決する
意気込みが必要。
○立場立1削こ応じた本来的役割を果たすこと
プロジェクトの弾力的運営には、それなり
の制度に関連する幅広く深い知識と調整の労
力の他、問題を起こしてしまったときのリス
クを負う覚悟を持ってプロジェクト運営する
といった立場立場に応じた本来的役割を果た
すことが肝要。
○スタート時の合意が重要
中間評価により修正が加えられるのはよい
が、スタートの時に順調にいったらどの程度
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イト計画等の大型の長期委託費による研究開
発など、長期の大枠の予算を決める方式は適
切なやり方で大きな成果が得られた。
○官民協力の成功
研究開発委託費によって進められた海水淡
水化装置の開発は官民協力が上手くいった事
例であり、1980年頃まで民間企業に対する研
究開発助成の制度は大変有効であった。
○研究所自らが提案したものは上手くいく
役所から押しつけられたものではなく、研
究所自ら提案し、行政が承認したものについ
ては、問題があっても最後まで責任を持って
成果が出されるものである。
の予算が見込めるかをきちんと合意して着手
すべき。
○政府は中小企業の創造的技術開発に集中
現在は競争の時代であり、政府による大企
業の研究開発助成の必要性は次第に減少して
おり、政府の援助は中小企業の創造的技術開
発に集中すべき。
2．現行システムに起因して適切に行われなかった事例及び
適切に行われなかった事例
（縦割り行政の弊害）
○戦略的科学技術政策がとれない
旧ソ連の研究支援に際して、欧米はそれぞ
れの判断を出しているが、日本はどの省庁も
対応できず、米国主導で国際共同支援が動き
出してからそれに加わった。
○省庁を越えた戦略目標の欠如
総合調整の対象が大学を含む科学技術行政
全般でなく、国研を主たる対象としているこ
とにより、国としての戦略目標を省庁を超え
て提示できない。
○全体的な放射ま常に総花的
科学技術全体に係る政策を立案する際に、
予算査定権のように強力な調整権限がないと
ころでどんなに調整を行ったとしても、各省
庁の主張を概ね取り込んだ総花的なものしか
作れない。
○分散型巨大科学等のブげラムが作れない
地球環境研究などについて、全体計画を形
成し調整する場所が無く、あったとしてもテ
ーマの優先性の設定、テーマの分担、資金配
○科学者が権限を持つ戦略立案調整機能
科学技術の現状に明るく、将来を見通せ、
広範囲の知識を持った、現役の科学者が主体
となった権限のある戦略立案調整機能を実現
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分の権限がないので、我が国として意味のあ
る研究プログラムが作れない。
国際共同研究においては、国際的な場で各
省庁で持ち帰って予算要求してみなければ分
からないといった状況になる。
○有効に機能しない見積り方針調整
不必要な重複を排除するとともに相互に関
連する施策について有機的な連携を図るため
に科学技術庁において設置法に基づいて「見
積り方針（概算要求）の調整」が行われてい
るが、
・当該調整に強い権限が与えられていないた
め、資料提出等協力が余り得られないところ
があるなど、実体的に調整ができない部分が
ある。
・大蔵省の査定が枠で提示されるため、当該
施策の科学技術分野での重要性とは別の論理
（各省庁内のプライオリティー）によって査
定事項が決まってしまう。
・大学の研究とは一切調整がなされない。
○総合調整官庁と事業執行官庁の重複
出資金事業、フェローシップ等何でも双方
が同時並行的に行うので、事業の本来の機能
が発揮できない。
○乱立する出資金による基礎研究推進制度
当初、自民党の意向もあり科技庁で統一し
た制度として検討するための調査費が予算措
置され、関係省庁を含めて検討していたが、
研究費大幅増額の突破口となる可能性や研究
機能として大学の活用に期待するところが大
きかったことから、各省の権限意識により統
一した制度とならなかった。
○振興調整費への大学研究者の関与の難しさ
大学の研究者が科学技術振興調整費の課題
について中心的役割を果たそうとする場合に
、当該研究者が科研費に関わっていると、文
部省から当該研究者に振興調整費からはずれ
るようプレッシャーがかけられる。（振興調
整費は、科学技術会議マターであり、文部省
は共同事務局であるため、そのチェックを逃
れられない。）
すべき。
また、このような能力を持った研究者が生
まれるよう養成過程を改編すべき。
○科学技術に関する政策や活動の統合
戦略的に科学技術の全体政策を企画・立案
する機能が必要であり、その権限を一ヶ所に
集中させるべきである。また、頭（政策）と
手足（実施機能）が別々では、政策の即時実
行がなされなくなってしまうため、政策遂行
の担保措置として科学技術活動も統合される
べきである。
○義務教育部門のような他部門の切り離し
他部門の切り離しにより、文部省学術国際
局、科技庁、工技院等研究開発に携わる機関
の協力関係の強化を図るべき。
○文部省は教育に必要な組織管理に限定
「教育」と「研究」は、そもそも「平等」
と「競争」といった異なる論理のものであっ
て、同一に扱うべきものではない。したがっ
て、大学における研究も含めて科学技術を一
体のものとした行政システムで扱うべき。
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○大学に文部省以外の資金を導入する困難
文部省は、他省庁の資金が大学に流れるこ
とを嫌っているため、直接委託ができないこ
ととなっており、それを回避するた釧こ民間
を経由するなど複雑な連用になってしまって
いる。また、ヒューマン・フロンテげ・サイエンス・プげラ
ムのファンドについても大学の研究者が受け
取る方法が無くて困ったことがあった。
（研究開発の進め方）
○過去の成功システムに固執
原子力開発など、過去の成功システムに固
執して、方向転換が行われない。
○既得権益化した基礎的な調査
政策の企画立案のための基礎的な調査は、
調査テーマを幅広く探すことも重要であると
思われるが、既得権益化した連用が行われて
いる。
○プロジェクトの成果普及の基本的考え方
あるプロジェクトの中間成果発表会で注目
を呼び、サンプル要求が多数寄せられたサブ
テーマについて、中間評価作業の中で、行政
側は「卒業」を示唆したが、評価委員会はむ
しろ「サンプル提供用製造設備の増設」を主
張したと聞いており、プロジェクトの成果と
その普及についての基本的考え方の乖離の現
れである。
○情報公開の欠如
原子力船「むつ」の開発は、どうして莫大
な国費を投じて開発したか明らかでなく、あ
まりにも仲間内だけの議論であり、情報公開
が不十分であった。
○役所提案プロジェクトのミスマッチ
役所や審議会等で発案し、予算を確保して
研究所側に押しつけるケースでは、そのもの
は上手く行かない。（役所は、研究等は人が
やるものという鉄則を忘れて、金があれば仕
事が進むものと勘違いしがちである。）
○部落意織のない人事システムの構築
部落意識を必要としない人事システムを構
築し、その上で情報の公開によるアカウンタ
ビリティの要求にさらすべき。
○研究の性格の類型化とそれに応じた対応
プロジェクトにおける研究の性格を類型化
し、性格に適した明確なプロジェクト計画の
下に、適切なプロジェクト管理の手法、達成
すべき目標の表現方法、期待する成果及びそ
の普及を可能とする妥当な手段の選択肢が整
理された形で用意されるべき。
○テーマ選定にはもっと労力をかけるべき
テーマ選定にもっと時間と労力をかけるべ
きであり、1件100億円を超えるものは選
定作業情報を公開し、1億円以下は研究リー
ダーに全責任を持たせて事後に評価すべき。
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○科学にシフトした行政の傾向
科学技術と言いながら、科学にシフトした
行政の傾向があるが、もっとシステムレベル
のR＆Dが国の主導の下で行われるべき。
（その他システム）
○機動的な研究費の欠如
1992年に大気中の二酸化炭素、メタン等の
濃度の上昇が一時期停まった際に、諸外国で
は急遽研究チームが編成されたが、我が国で
は機動的な研究費があまりなく、手をこまね
いているだけだった。
○単年度主義の締め付け
大型の長期委託費の良さが、最近では大蔵
の締め付けが厳しくて、単年度主義に戻りつ
つある。
○科学政策と技術政策を明確に区別
一つの方向や一つの議論で科学技術政策全
体をリードすることは危険であり、科学政策
と技術政策を明確に区別して、それぞれの機
関の役割を議論すべき。
○研究費の縛りの緩和
研究費について、項目、年度、研究テーマ
の縛りを緩和すべき。研究組織や研究者に当
事者能力のある、海外で使える研究費を含め
た研究費を設けるべき。
○会計事務の合理化
事務人材の養成を図るとともに、会計事務
を先進国並に合理化すべき。
且」現汲旦乱豊技薗圧政に盟主旦直感
○政策の目的と手段があべこべになっているケースが極めて多い
例えば、国研の活性化対策においては政策目的は活性化ではないはずであり、共通的研究環
境整備は当該組織の必要性が十分吟味されてからであるべき。
○戦略的思考とそれに基づくリスクティキングなリーダーシップの発揮
諸外国のまねをすればよい時代は終わり、あらゆる面において、単なる積み上げと仲裁だけ
でなく、戦略的思考とそれに基づくリスクティキングなリーダーシップが発揮できる社会環境
への転換に向かって改革が進むべき。
○科技庁は瞬発力が弱く、文部省は前例勝襲型、通産省は目先の手柄
科学技術庁は、経済情勢や社会情勢を見て瞬時に対応（政策や制度の立案等）する能力が通
産省などと比較して低い、いわば分析に対応した瞬発力が乏しいように感じられる。
文部省は、前例踏襲型で古いしきたりにこだわる体質があるのではないかと感じている。大
学研究の在り方についても、どのようにしたら研究がよい方向に向かうかよりも、どれだけ文
部省の影響力を維持するかしか考えておらず、国立大学は自分のものと思ってしまっているの
ではないかと感覚を疑いたくなることがある。
通産省は、制度を作るのは（手柄として評価されるため）非常に上手いが、できた制度をメ
ンテナンスして良いものとしてのばしていくことに余り熱心ではないような気がする。
○一流の研究者を多数招鳴できる研究環境
米国の基礎研究の発展は、ヨーロッパからの難民の力が大きいのであり、日本でも各研究機
関の研究環境を向上させ、一流の研究者を多数招脾すべき。
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○プロジェクトリーダーを重視し、研究指導とプロジェクト進行を全面的に任すべき
サッカーで言えば、研究者はプレイヤーで、行政はオーナーかつサポーターであり、これを
明確に分離するとともに、監督であるプロジェクトリーダーを重視して、研究指導とプロジェ
クト進行を全面的に任すべき。
Ⅲ．国の献鹸研究を行っている機関において を有する方々からの匝
1．現行システムの長所が活かされた事例及び優れた点の更なる
長所が活かされた事例 優れた点の更なる強化方策
○研究開発計画の恒常性
長期の研究開発計画が策定されると、その
時々の情勢に余り影響されずに研究開発が進
められることは、国の基本に関わるような分
野では重要。
○予算拡大が行政官のインセンティブ
行政官が予算拡大に大きなインセンティブ
を与えられて行動したことにより、近年の補
正予算や公共投資重点化枠で研究開発予算が
増大した。
○多様な自主性を発揮させるべき
各省庁がそれぞれ研究所を持ち、独自の立
場で研究開発を推進することは良いことであ
り、多様な自主性発揮のために余り国全体を
統合するシステムを作るべきではない。
2．現行システムに起因して適切に行われなかった事例及び
適切に行われなかった事例
（縦割り行政の弊害）
○縄張り争いは技術の発展を阻害
新エネルギー技術分野等要素技術が複数の
頗域において役立つ場合、縄張り争いの犠牲
となって、技術の素直な発展が阻害されたこ
とがある。
○縄重り意織が研究開発の総合的推進の障害
省庁間や省内の部局間の縄張り意識が、研
究開発の総合的な推進の大きな障害となって
おり、国際協力プログラムなどで日本として
統一した方針がとれない。
（研究開発の進め方）
○官僚の無謬性（誤りを裔めない）
ムーンライト計画の廃熱回収プロジェクト
○予算の実態に即した弾力的連用
予算決定後は、その執行の責任は担当研究
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等先輩官僚が立案して実行された研究開発計
画が不成功に終わっている場合はもちろん、
その後の技術の発展により不十分な点が生じ
てもそれを認めない。
また、立案された計画は、現実の科学技術
の発展の実情と全くかけ離れて、そのとおり
に遂行されたこととなっている。
○施設費中心の研究開発費の拡大
行政主導で研究開発費を拡大する際に、施
設費中心であり、運営費、人件費及び旅費が
殆ど考慮されておらず、研究開発の実施に問
題が多い。
（その他システム）
○予算が硬直化
年間にある分野に配分される予算はほぼ国
定化しており、一つのプロジェクトの終了は
次の同種のプロジェクトの立案を意味し、十
分成熟していない研究テーマのプロジェクト
化が図られてしまう。
○会計制度が円滑な研究開発遂行の妨げ
予算単年度主義、年度内完全消化主義、微
細な目設定と費目間変更の困難、研究開発実
施者からの会計事務の完全分離、外国業者と
の取引の困難さ等の問題がある。
○事務管理の問題が研究遂行の阻害要因
財政法や物品管理法等に基づく国研の事務
的管理に属する問題が研究の遂行に重大な制
約・阻害を助長している。
○技術官僚も研究開発を評価する能力なし
科学技術が高度に専門化し、技術官僚も研
究開発を具体的に把握し、評価する能力が無
く、大学教授などによる委員会も本当に責任
を担える評価となっていない。
所長が負う等実態に即して予算の弾力的連用
を図るべき。
○研究機関の主体性等が活かされるシステム
予算、人材、研究評価等について、行政が
細かく口を出すのではなく、別にボードなど
を設置して、専門家、産業界、ユーザ等の意
見を採り入れるシステムや研究機関の主体性
や自由裁量が活かされるシステムが必要。
○評価委員会による事前評価
プロジェクト等の予算要求以前に、研究計
画だけでなく、担当研究所や担当研究チーム
を含めて評価委員会で事前評価を十分に行う
べき。
○使途やその金額が分かればよい
不適切な使用を未然に防ぐという考え方よ
りも、使途やその金額について完全に知るこ
とができ、かつ、適切でなかった使途等につ
いて国民の側から意見を付ける道筋がついて
いればよいのではないか。
○研究例発に一般行政事務の法令は不遺切
研究所間での予算の融通や移管、研究費に
よる旅費充当、目的研究における学会参加旅
費、随意契約条件の緩和、立て替え払いによ
る消耗品購入、第三者による設備使用、物品
廃棄手続きの簡素化等を図るべき。
事務管理や人事管理に関して、特例法を制
定して問題の解決を図るべき。
○評価委員会等の強化
少数の委員構成として十分な報酬を与える
とともに、研究成果と一緒に委員会の審議結
果も公表すべき。
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○出向等による甚大な戦力の損失
事務官の家庭教師的役割を果たす等行政機
関や研究所内の企画部門への出向により、甚
大な戦力の損失を来している。
○本当に有能な学韻経験者の起用
学識経験者の起用は、肩書きだけの人、手
配師的作業の好きな人が集まってしまい、有
能かつ無私の人がいない。
○研究費の獲得がゲーム化
表面的研究に関心が行ってしまい、真剣に
教育研究を行おうとする雰囲気がない。
○大学事務局は先例主義
研究サポートよりも自己保全を重視してい
る大学事務局は、文部省の説明以上に厳格な
運用を求めており、全てが先例主義である。
○産業界との連携の困難さ
産業界から大学や国研への要請が縦割り行
政のために届きにくく、かつ、支援が難しい
状況である。
○起用に当たって人間に対する眼力が必要
人材起用には「人間に対する眼力・臭覚」
が必要である。また、行政側に研究の分かる
（本気で研究したことのある）人が必要。
○柔軟に文部省以外の予算を導入
科技庁や通産省など文部省以外の予算導入
が柔軟にできるようにすべき。
○制度改革よりも連用改革
現状は、制度改革よりも運用改革や意識改
革が重要。
○国研や大学の研究を分類して配分
（それぞれの配分のイメージ）　国研・大学
・ミッションオリエンテッドなもの　　　　1／3
・基礎科学的発信の顕著なもの1／10
・（挑戦的に）芽を育てるもの1／5
・産業界の支援が得られるもの1／4
且」盈腹壁裂望技並圧政に盟主皇虎盛
○大蔵省が研究内容まで立ち入って査定するべきではない
予算制度については、大蔵省が研究内容まで立ち入って査定するのではなく、ボード機構な
ど研究開発に責任を持つシステムによる評価・検討システムを持つべき。
○科技庁、通産省及び文部省を統合した形で戦略を立てるべき
文部省に新たな科学技術振興の予算がついても、文部省には大局的見地から日本の将来を考
え、それに責任を持って対処していくテクノクラートが育っていないことが問題であり、科技
庁、通産省、文部省を統合した形で、戦略を立てて、適切に国研や大学の研究を分類して、そ
れぞれのやり方を計画していくことが必要。
以　上
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日本の科学技術行政機構図
科学技術会頭
原子力委員会
原子力安全委員会
宇宙開発委員会
海洋開発審頭会
…＝…＝・＝……・：地震調査研究推進本部；
……・＝・…・……：日本学術会言ダ
科学技術庁 資　源　調　査　会；
技術士審吾貴会j
航空・t子醐蘭書撮会：
放射線審は会：
警　察　庁
経済企画庁
防　衛　庁
①　※
注）人文科学のみに係るものを除く。
……………‥Hi運輸技術審撮会：
海上保安庁
気　象　庁
…」電子；魚信技術
：審　l■　　会
船舶技術研究所
種子航法研究所
港湾技術研究所
交通安全公書研究所
港湾建設局
緒鶉鬱海上保安
水　　路　　部
気象研究所
日本原子力研究所
宇宙開発事業団
通信総合研究所
日本放送協 会
（N H K）
N H K放送技術
研　　 究　　 所
通信・放送機構
基礎技術研究
促通センタ胃
宇宙開発事業団
産業医学績会研究所
庄l土地理院
土木研究所
建築研究所
消　防　庁 消防研究所
手短カゞ国の不斗学 術もこ開イ系する行 開
平成9年1月
○現在、我が国の科学技術活動に関係する行政は、20省庁等で実施
省　 庁　 名 H9予算案 （億 円） 国研数 全定員 研究職 主な国立研究機関
文　 部　 省 12，888（42．9％）6 522 350国立科学博物館　　　　　 等
他に、国立大学 ・付置
研及び大学共同利用機関
◎国立大学等の研究者数
全体　 約 11．4万人
うち自然科学
約 9．2万人 （80．6％）
〔整喜芸 i：；至芸 ］
科学技術庁 7，345（24．5％）6 1，565 1，062航空宇宙技術研究所
金属材料技術研究所
防災科学技術研究所
放射線医学総合研究所　　 等
通商産業省 4，723（15．7％）15 3，1162，450産業技術融合領域研究所
電子技術総合研究所
機械技術研究所　　　　　 等
農林水産省 1，009（3．4％）2 9 5，654 3，251農業試験所、森林総合研究所
農業生物資源研究所　　　 等
厚　 生　 省 915（3．1％） 1 1 1，273 1，033国立健康 ・栄養研究所
国立ガンセ ンター研究所　 等
郵　 政　 省 577（1．9％） 1 424 299 通信総合研究所
建　 設　 省 389（1．3％） 2 638 427土木研究所、建築研究所
そ　 の　 他 2，440（8．1％）2 1 2，583 上679環境研究所、気象研究所　 等
l
合　 計 30，025億 円 9 1 15，77510，551
＊平成9年度予算案については、現段階での速報値であり変更の可能性がある。
＊国立研究機関の「全定員」及び「研究職」については、平成8年度末定員である。
＊「◎国立大学等の研究者数」については、平成8年総務庁統計（科学技術研究調査報告）
における研究本務者数であり、定員数とは異なる。なお、ここにいう「研究者」とは、教
員（教授、助教授、講師及び助手）、大学院博士課程の在籍者等である。
＊このほか、研究開発を実施している特殊法人がある。
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科学技術もこ関する経費の見積りプテ金十調整シ＿二ステム
○見頼り方針調整：科学技術に関する行政は複数の省庁により実施されていることから、それぞれの
施策が国仝鎧と上ヱ整盆性を監ちココ⊥遡室墜Lに進進呈粗亙よi、科学技術庁設遣法に基づいて
各省庁における科学技術に関する概算要求（見積り）方針の調整が行われることとなっている。
（大蔵予算査定と異なりアメとムチのない調整であり、その結果の担保手段は制度的にはない。）
○見頼り方針碑整の流れ
関　 係　 省　 庁 科　 学　 技　 術　 庁 大　 蔵　 省
注）設置法上、人文科 l：○科学技術基本計画 （閣議決定）　 ：
（7 月下～8 月上旬）
○概算要求基準 （シー
リング）の決定
＿ヽ
（予算査定作業開始）
．ヽ
（政府原案の内示）
学のみに係るもの及 ：○科学技術振興に関する重点指針　 ！
び大学における研究 ：　 （科学技術会議政策委員会決定） i
に係るものは調整の
対象外
○概算要求構想の作成
○概算要求の作成
（8 月末日）
○概算要求書の提出
工○各種審議会の答申等　　　　　　 ：
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ll　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
t
（5 月頃）
O 「見積り方針調整の基本方針」策定
（当該年度の施策の重点など調整のポイン
トを明らかにするもの）
○関係省庁に対して基本方針を通知
（7 月頃）
○関係省庁から要求構想を聴取するととも
に、個別に調整を実施 （約1 ケ月間）
（8 月上旬）
O 「見模りに当たっての共通指針」策定
（人当研究費単価等共通的経費について、
要求の考え方を統一的に定めるもの）
○関係省庁に対して共通指針を通知
（8 月下旬）
○関係省庁から椎算要求内容を聴取すると
ともに、必要に応じて調整を実施
（1 0 月上旬）
O 「見頼り方針の調整意見書」決定
○大蔵省及び総務庁に意見書を提出し、予
算編成への反映を要請
○連携すべき旨の調整を図ったものについ
ては、当該省庁にその旨を通知
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乖平芋等支術会議邑及び日欄苛会議もこ一二）しヽて
科　学　 技　術　 会　議 日　本　 学　術　 会　鶴
目 ○科学技術の振興に資すること ○科学の向上発達を図り、行政、産業及び国
的
位
民生活に科学を反映浸透させること
○国家行政組織法第8条 （審議会等） ○国家行政組織法第8条の3 （特別の機関）
置 ○総理府に設置 ○総理府に設置
付 ○我が国の科学者の内外に対する代表機関
所
掌
事
務
○次の事項について、内閣総理大臣の諮問を ○科学に関する重要事項を審議し、その実現
受けて答申し、あるいは必要に応じて意見 を図ること
を申し出ること ○科学に関する研究の連絡を図り、その能率
・科学技術一般に関する基本的かつ総合的 を向上させること
な政策の樹立に関すること ○次の事項について、政府の諮問を受けて答
・科学技術に関する長期的かつ総合的な研 申すること
究目標の設定に関すること ・科学に関する研究、試験等の助成、その
・上記の研究目標を達成するために必要な 他科学の振興を図るために政府の支出す
研究で特に重要なものの推進方策の基本 る交付金、補助金等の予算及びその配分
に関すること ・政府所管の研究所、試験所及び委託研究
・日本学術会議への諮問及び日本学術会議 費等に関する予算編成の方針
の答申又は勧告に関することのうち重要 ・特に専門科学者の検討を要する重要施策
なもの
（内閣総理大臣は、当該答申及び意見を尊重
○科学の振興及び技術の発達、研究成果の活
用及び科学研究者養成に関する方策、科学
を行政に反映させる方策並びに科学を産業
しなければならない。） や国民生活に浸透させる方策等について、
政府に勧告すること
組
織
○科学技術会議 （1 1名）
（内閣総理大臣 （議長）、大蔵大臣、文部大
臣、経済企画庁長官、科学技術庁長官及び
○日本学術会議 （2 10名）
第1～第7都 （自然科学部門は4都）
日本学術会議会長は充て職） 運営審議会
○総合調整機能を強化するため、昭和5 8年 研究連絡委員会
に政策委員会を設置し、適時な決定を実施 常設及び臨時委員会
○庶務は科学技術庁 （大学における研究に係
る事項に関するものは文部省と共同処理）
○法律に基づき、独自の事務局を設置
主
○重要政策課題に係る審議 ○科学の在り方についての審議
（科学技術基本計画に係る答申、科学技術 ○学術動向の把握等研究連絡委員会活動
な 振興に関する重点指針の決定等） ○公開講演会・シンポジウム等の開催
活 ○科学技術振興調整費の運用方針の決定 ○国際学術団体との連携
動 ○科学技術政策立案のための基礎調査等 ○国際会議の主催、講演及び代表派遣
○海外の政策責任者との意見交換等 ○アジア学術会議
○国際学術協力事業
参－20
特殊法人の出資金を活用した基礎研究推進制度
く本市り度の主な特徴）
○研究の成果を知的貴産と捉え、公債対象慈費である特殊法人への出貴会を活用して基礎的研究を推進
○提案公募により鴨慮選定を行うことを基本とし、研究期間は3～5年程度で、責金の規模は1錬磨当たり数千万～2偉円程度
○菌の研究費と異なり、特殊法人の貴会であるため、責金の執行に係る樹約は非常に緩やか（例えば、日間流用の制限がないため、旅費や人件費等に自由に配分。年度を越えた執行も可能。）
省 庁　 名 科 学技禰 庁 文　 部　 省 厚　 生　 省 農 林水産省 遼 商産業省 運　 輸　 省 粛　 故　 省
制 度 名 戦略的 基礎研 究 推進事 業 未来 開拓学 術研究 推進 事 保 健医療 分野 におけ る基 新技術 t 新分 野創 出のた 新 規産業 創造 型提案 公募 運輸 分野 にお ける基礎研 創造的 情報 通信技術 研究
業 礎研 究推 進事業 め の基 礎研究 推進事業 制 度 究 推進 制度 （仮称） 開発 推 進制度
実 施機 関 科 学技術 振興 事業 団 日本学 術 振興会 医薬品副 作用被 害救 済 ・ 生物 系特定産 業技術研 究 新 エネル ギー ・産業 技術 運 輸施 設整 備事 業団 （仮 通信 ・放送 機構
研究 振興調 査機 構 （医薬
品機 構）
推進機 構 （生研 機構） 総 合開発 機構 （N E D O ）称 ）
年 次計 画 平 成 7 年度～ 平 成 8 年度 ～ 平成 8 年度 ～ 平成 8 年度～ 平 成 8 年 度～ 平 成 9 年 度 ～ 平成 8 年 度 ～
制度 目的 新 技術 の創製 学 術研究 の振興 医薬 品 ・医療用 具等 技術
の 向上
生物系特 定産業技 術 の高
度化
産 業技術 の向上 運 輸技術 の新 規創 出 ・高
度化
通信 ・放 送技術 の向 上
制度内 容 科 学技 術振 事業団 が国研 日本学 術振興 会が 大学等 医薬 品機構 が国研 ・大学 生研機 構が国研 ・大学等 N E D O が 国研 、大学 、 運 輸基 盤総合 整備機 構が 通信 ・放 送機構 が国研 ・
・大学 等 と共 同研 究若 し に対す る委 託研究等 を実 等 と共同研 究若 しくは委 と共 同研 究若 し くは委託 民 間企等 と共 同研 究若 し 国研 ・大 学等 と共 同若 し 大学 等 と共 同研究 若 しく
くは委 託研究 を実 施。 テ 施 。 日本学術 振興 会 の事 託研 究 を実 施。 テーマ は 研究 を実 施。 テーマ は公 くは委託研 究 を実 施。 テ くは委託研 究 を実施 。テ は委 託研 究 を実 施。 テー
ー マ は公募 によ り決定 。 業委員 会が テーマ 選定 。 公募 によ り決定 。 寡 によ り決定 。 ー マは公募 に よ り決定 。 ー マ は公 募 によ り決 定。 マは公募 に よ り決定 。
資 金 は新技術 事業 団へ の 資 金 は 日本学 術振 興会へ 資金 は医薬 品機構へ の 出 資金 は生研 機構へ の 出資 資金 は N E D O へ の出資資金 は運 輸施 設整備 事業 資金 は通信 ・放送 機構 へ
出 資金 を活用 。 の出資金 を活 用。 資金 を活用 。 金 を活用 。 金 を活用。 団へ の 出資金 を活用 。 の出 資金 を活用 。
8 年 度
予算額 1 5 0 億 円 1 1 0 億円 1 0 億円 1 9 億 円 2 6 ． 5 億 円 4 ． 8 億 円
9 年度
政府原 案 2 4 0 億 円 2 0 6 億 円 2 9 億 円 3 6 ． 1 億円 4 7 億 円 3 億 円 8 億 円
備　　 考 これ らの制 度 の運用 につ いて は、科学 技術会 議政策 委員 会の下 に学識経 験者で 構成す る 「特殊法 人等 におけ る新 たな基 礎研究 推進 制度 に関す る懇談 会」 の はか省庁連 絡会 を開催 し、 各
省 庁が 連携 を図 りつつ 、制度 の運 用 に寄 与す る こと として いる。
国立：大字と二国研古こお古する人当研究費上ヒ華交
（単位：千円）
5 年 度 6 年 度 7 年 度 8 年 度
国
立
大
学
講 実　　 験 7 ，74 5 7 ，8 8 4 7，9 94 8 ，1 0 6
座 非　 実 験 1，9 7 9 2 ，0 1 5 2，04 3 2 ，0 7 2
制 臨　　 床 8，4 0 6 8 ，5 57 8，6 7 7 8 ，7 9 8
学
科
目
制
（教 授 ）
実　　 験 2 ，0 1 1 2，0 4 7 2，0 7 62 ，10 5
非　 実　 験
（助 教 授 ）
実　　 験
5 8 9
1，2 0 8
6 00
1，2 3 0
6 0 8
1，2 4 7
6 1 7
1 ，2 6 4
非　 実　 験
（助 手 ）
実　　 験
3 2 1
3 19
3 2 7
3 2 5
3 3 2
3 3 0
3 3 7
3 3 5
非　 実　 験 17 3 1 7 6 1 7 8 18 0
研
（教 授 ）
実　　 験 5 ，0 6 4 5，1 5 5 5 ，2 2 7 5 ，3 0 0
究
所
．へ
非　 実　 験
（助 教 授 ）
実　　 験
1，3 3 2
3，1 7 1
1，3 5 6
3，2 2 8
1 ，3 7 5
3 ，2 7 3
1，3 9 4
3 ，3 1 9
専
任　、一ノ
非　 実　 験
（助 手 ）
実　　 験
74 2
9 9 9
7 5 5
1，0 17
7 6 6
1，0 3 1
77 7
1，0 4 5
非　 実　 験 3 5 4 3 6 0 3 6 5 3 7 0
国
研
実 験 系 I （理 ・工 系 ）
実 験 系 Ⅲ （農 ・薬 系 ）
非 実 験 系
1，5 1 5
1 ，3 2 5
9 5 9
1，5 4 5
1、3 4 5
9 7 4
1，5 7 0
1，3 6 0
9 8 4
1，5 9 5
1，3 7 5
9 9 4
（注）それぞれの金額は、国立大学においては「教官当積算校費」、同所においては
「研究員当積算庁費」の単価である。
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臣〕
